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巻頭言

大阪医科大学医師会会長

河野 公一

会員諸先生には、日頃より大阪医科大学医師会の活動につきまして、種々ご

助力ご助言を賜り厚く御礼申し上げます。

本学医師会は第二次大戦後間もない昭和２３年（１９４８年）３月に設立され、先

年創立６０周年を迎えたところです。初代会長は岩田秋之助内科学教授で会員数

５９名での発足でした。その後歴代会長のもと、大阪府下各医師会と連携して地

域医療の発展と会員の福利厚生に寄与してきました（６０周年記念特集号を発刊

しました）。

会員諸先生もご存じのように、近年医学・医療を取り巻く社会環境は大きく

変化しています。少子、高齢化の急速な進展、生活習慣病の増加、特定専門領

域における医療の需要と供給の不均衡化などさまざまな問題が、国の社会保障

費削減政策と重なって、国民的課題として突きつけられています。とりわけ総

医療費の増加は国民のさらなる負担を強いり、世界に優れた皆保険制度の根幹

すら脅かしかねない状況です。また昨年３月に発生しました東日本大震災では

２万人をこえる多くの人命が失われ、医療や福祉現場での災害・危機管理が強

く求められています（第３６号に特集しました）。

このような医師会を取り巻く状況が大きく変化するなか、大阪医科大学医師

会の理念と現状について、また本学医師会は今後どのような活動をその目標に

掲げ、地域医師会との連携をどのように発展させるべきなのか、会員の福利厚

生をさらに充実させるためにはどのような視点と方略が必要なのかを改めて問

い直すことをメインテーマに、各先生方にご意見を求め特集号として「医師会

をもっと知ろう」のタイトルで発刊いたしました。第３７号となります本特集号

について会員諸兄からのご意見・ご助言などをお待ち申し上げます。

会員諸先生には今後とも、本学医師会の活動にご支援を賜りますようあらた

めてお願い申し上げます。

末筆になりましたが、先生方のますますのご活躍を祈念申し上げます。
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本会の会務運営に対しましては、平素か

ら格段のご協力を賜り厚くお礼申しあげま

す。また、このたびは『大阪医科大学医師

会会報』の特集へ寄稿の機会をいただきま

したことに感謝申し上げます。

さて、今年はわが国に国民皆保険制度が

導入されて５０年を迎えます。国民皆保険制

度の採用とフリーアクセス、さらには医療

に携わる方々の努力により、世界最高レベ

ルの保健医療水準を維持してこれたことは、

誰もが認めていることで国際的にも証明さ

れています。しかし、この皆保険制度が今、

崩壊の危機に瀕しています。

１９９０年代から、医療費をいかに抑制する

かということで、政府は積極的な医療費抑

制策を断行してきました。とりわけ、小泉

政権下では、社会保障費の自然増分を毎年

２，２００億円削減する政策が貫かれました。

２００１年４月に小泉政権は、医療の分野にア

メリカ型の「市場競争原理」と徹底した「規

制緩和」を導入しようとしました。具体的

には、�株式会社による医療機関経営の解

禁、�いわゆる混合診療と言われる保険診

療と自由診療との自由な組み合わせの解禁、

�保険の給付に制限をかけることと患者負

担の大幅な引き上げ、�風邪などの疾患は

保険給付しないとする保険免責制の導入、

�医療費の総枠管理手法の導入、などであ

ります。これらすべてが実現されたわけで

はありませんが、人々の生命や健康に直結

する医療や介護、福祉も例外なく、改革の嵐

にさらされることになったわけであります。

このような厳しい医療費抑制政策により、

救急医療や産科・小児科を中心とした医療

崩壊が社会問題となり、マスコミでも大き

く取り上げられました。勤務医の不足、退

職による病院の診療科の閉鎖や休止が産科

や小児科に限らず、内科や外科、麻酔科で

も顕著になりましたし、救急医療でも危機

的な状況を迎えており、大阪でも救急病院

は大きく減少していますし、受け入れ病院

の減少に伴い病院までの救急搬送時間も延

びており、まさしく地域医療の崩壊が叫ば

れています。さらに、小泉構造改革では、

企業は市場原理に基づき徹底した人件費の

削減を行いました。企業は人件費の削減の

ために多くの中高年層のリストラを行い、

正社員を非正規雇用化したため、派遣社員

やフリーターが急増しました。これに伴い

若者を中心に膨大な貧困層を生み出したと

言われています。わが国は国民皆保険制度

を採用していますので、リストラされた中

高年層や派遣社員、フリーターも国民健康

保険に加入しなければなりません。しかし、

こうした人々は低所得ですから生活するだ

けで精一杯で、保険料を支払う余裕がない

のが実態であります。このように日本は国

民皆保険と言いながら、いわば無保険と言

えるような国民が急増しており、このまま

放置しておきますと皆保険制度自体の危機

を迎えることになります。

民主党政権になって、事業仕分けによる

無駄排除や埋蔵金の活用だけでは社会保障

費の財源が確保できないことが明らかにな

●医師会をもっと知ろう●

医師会のめざす方向～勤務医は医政に関心を～

大阪府医師会長 伯井 俊明
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ると、今度は「財政が厳しいので健康保険

から給付を減らすべき」、「外国人の医師や

患者を積極的に受け入れるべき」、さらに

は「企業が病院を経営すれば効率的になる」、

あるいは「お金がある人は自由価格で最新

の医療を受けられるようにすべき」といっ

た意見が公然と出るようになり、かつての

小泉政権が打ち出した方針が今再び復活し

ようとしています。

もし、国民皆保険制度の仕組みを見直す

ことになれば、医療サービスの低下やアク

セスの制限は避けられず、今以上に医療費

抑制の方向に向かうことは確実です。国民

が安心して暮らしていける医療保険制度を

何としても守っていく姿勢がわれわれ医療

者に課せられた責務だと思います。

こうした問題に関して医師会が積極的に

発言し、行政や政治に対して強いリーダー

シップを発揮していかなければなりません。

そういった意味で医師会の果たすべき役割

は非常に大きいといえますし、われわれが

めざす医療政策を実現していくためには、

政治から目を背けては実現することはでき

ません。最近は、勤務医に限らず、開業医

も医政に無関心だといわれています。医師

は診療だけを行えば良いわけではありませ

ん。それでは地域の保健・医療・福祉は成

り立っていきません。

医師会はけっして開業医だけの団体では

ありません。大阪府医師会を構成する会員

は、平成２３年９月３０日現在１７，５８６人でその

うち勤務医は９，７８９人で、全体の約５６％を

占めております。大阪府医師会には、会内

に勤務医部会を設け、勤務医に関する建議

や諮問の答申、医学・医療制度に関する調

査研究、勤務医の福祉推進、勤務医に対す

る講習会の開催などさまざまな活動に取り

組んでおります。

一方、勤務医の現場では、私どもが勤務

医であった時代よりも、はるかに仕事量が

増えています。患者への充分な説明と同意、

患者、家族からの過大な要求、院内会議の

増加、診療録の記載や患者への説明文書の

作成、入退院サマリーや診断書など事務的

な作業を含めて診療や診療以外のさまざま

な業務が増えています。これら勤務医の疲

弊の原因となった業務負担増の問題に対し

ても、医政に無関心のままでは何ら改善さ

れません。また、勤務医の労働環境の改善

を考える場合、女性医師が働きやすい環境

を作っていくことも求められています。

医師不足が叫ばれる中、日常の診療に追

われる勤務医が医師会活動に参加する余裕

がないというのも分かりますが、医師会の

勤務医部会の活動を通じて、勤務医の処遇

改善を行うための主張や、国民皆保険制度

のもと国民に安全で良質な医療を提供する

ための主張、あるいは地域医療活動のあり

方についての主張を医師の団体である医師

会を通じて行うことが重要であると考えま

す。そのうえで開業医と勤務医が危機感を

共有し、一致団結してこれらの課題を解決

していく努力が必要ではないでしょうか。

さらに言えば、常に社会の動きを把握して

対応を行い、医師会活動にも積極的に関わ

ることで、地域医療や地域の福祉サービス

を熟知し、患者さんに適切な情報を提供す

ることが重要です。

今日の医療崩壊を招いた厚生労働省の医

療政策を徹底的に検証し、医療の再生を探

るためには、どうしても医政への関心を１

人ひとりの勤務医の皆さんにもっていただ

くことを切に願うばかりであります。
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このたびは母校である大阪医科大学医師

会の会報へ寄稿の機会をいただきましたこ

とに心より感謝申し上げます。平素は大阪

府医師会の会務運営にご支援、ご協力を賜

り誠にありがとうございます。また、東日

本大震災における医療救護支援活動として

JMAT派遣にご協力をいただき重ねてお

礼申し上げます。

世界に類を見ない少子高齢化と相まって、

日本の医療制度が崩壊の危機に瀕していま

す。いつでも、どこでも、だれもが保険証

１枚で公平に適切な医療が受けられる皆保

険制度はWHOから世界一の評価を受けて

きました。さらに対GDPによる国民医療

費は、OECD各国の中で２２～２３位に位置

づけられるほど安価に運営されています。

にもかかわらず、医療・医学の進歩と高齢

化に伴う医療費の高騰を抑えるため、強引

な医療費抑制策が進められてきました。こ

れは１９８３年に当時の厚生省保険局長・吉村

仁氏が雑誌・社会保険旬報に発表した「医

療費をめぐる情勢と対応に関する私の考え

方」論文に由来します。厚生労働省の官僚

には「医療費亡国論（社会保障負担が増大

すれば日本社会の活性が失われる）」、「医

療費効率逓減論（治療中心の医療より予

防・健康管理・生活指導に重点を置く必要

がある）」「医療費需給過剰論（１県１大学

政策により、近い将来医師過剰時代が到来

する）」が基本的指針として脈々と受け継

がれています。

しかし、現実には医療費抑制策が医師と

診療科の偏在を引き起こし、わが国の医療

制度を危うくさせており、このまま推移す

れば、国民は健康を寿ぐことができなくな

ることが明らかです。本来税金、保険料を

支払っているのは私たち国民です。その国

民が最も望む国にするのが政治家の責務の

はずですが、政治が劣化しその機能を果た

し得ていません。だからこそ、医療提供側

が国民の命と健康を守るために一致団結し、

国民からの信頼と応援を力に社会保障とし

ての医療を守っていかねばならないと考え

ます。

それには、省益を優先する無責任な官僚

の政策にも注視しなければなりません。米

国医学教育制度の表面だけをまねた新医師

臨床研修制度は、専門の診療科に偏った研

修を修正するためにスタートしましたが、

地方で研修する医師が極端に少なくなり、

へき地では「病院があっても医師がいない」

という状況を引き起こしました。また、研

修後に専門医を目指すために２年間で得た

医療・医学の知識は数年で風化してしまい

ます。

以前は医局制度がしっかり構築されてお

り、必要な地域に適切に医師を派遣する機

能がありました。また、医学生時代からの

先輩・後輩の関係で、医師としての自覚や

患者さん１人ひとりへの理解など、命を守

るための倫理観も叩き込まれたはずです。

日本の診療所医師のほとんどが大学で、ま

た医局制度の中で専門医として学び、開業

してからも同門として大学病院、個人病院

●医師会をもっと知ろう●

府医師会から医大医師会に求めるもの～医療関係者の団結～

大阪府医師会副会長 茂松 茂人
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の医師と連携していたことで団結しやすか

ったものです。ところが、厚生労働省にと

って医師を管理できない状態は好ましいこ

とではなく、医局制度を崩すことで医療界

の分断・掌握を願っていたと思われます。

大学には教育と並んで基礎研究の役割が

あり、これが疎かになると日本の先端医療

が国際的に遅れを取るといったことが危惧

されます。研修医が研修先として、過酷な

業務を強いられる大学病院よりも待遇面で

恵まれた一般病院を選択し、そのまま勤務

し続けることが予想されます。大学から医

師が離れることで日本の医療は進歩が遅れ

るばかりでなく、大学・一般病院・診療所

の関係を自ら分断する負のスパイラルに陥

ることを懸念します。

診療報酬や医療の現場で必要な条件を決

定している中央社会保険医療協議会では、

以前は日本医師会から医師代表をすべて推

薦していましたが、民主党への政権交代後

には病院代表と診療所代表の枠に分けられ、

まさに病院・診療所の分断が図られていま

す。前回の診療報酬改定でも急性期医療を

担う病院への配慮として４，４００億円の財源

を配分し、診療所は４００億円という枠組み

の中で改定が行われました。しかし、医療

崩壊は医療全般に生じており、これも医療

界を分断する手法ではないでしょうか。

われわれは患者さんの健康を願い、医療

安全に努めて診療を行っています。しかし

時折、マスコミでは医療への不満をはじめ、

「医療事故は医師の傲慢が原因」とばかり

医師へのバッシング記事を目にします。こ

れらは医師と患者の分断策ではないでしょ

うか。

このようにさまざまな分断策がある以上、

医療への信頼回復は前途多難です。唯一の

改善方法は、勤務医であれ診療所医師であ

れ、一致団結して国民の命と健康を守るこ

とに他ありません。そして、医療に関わる

すべての人々が団結し、目前の患者さんと

心をひとつに行動することです。大阪府医

師会では、医療・保健・福祉の充実を図る

ため、１９７３年に大阪府地域医療推進協議会

を立ち上げて活動してまいりました。現在、

加盟する民間団体は３０を超えており、今後

も一体となって取り組む所存です。

医師の使命について、「医師法第１条に

は医療及び保健指導を掌ることで公衆衛生

の向上及び増進に寄与し、国民の健康な生

活を確保する」と記されています。日本医

師会は医師の役割を支え、推進していく組

織として結成されました。わが国の医療保

険制度の中で、病院の医師も診療所の医師

も、同じ保険医として医療保険制度の下で

診療を行っています。大阪府医師会も一致

団結して地域住民の命と健康を守ることが

できるよう活動してまいります。医療は医

療機関における医師と患者の関係から、地

域でのチーム医療へと拡大されつつありま

す。医療をなし崩し的に介護へ近づかせる

厚生労働省の手法に留意し、むしろ医師が

しっかりとリーダーシップを発揮し、地域

の多職種をまとめることが大切と考えます。

医師・医療従事者・介護関係者などの多職

種協働により住み慣れた地域で安全・安心

に患者が暮らせる環境づくりが求められて

います。

国民医療、国民の安心・安全が脅かされ

るなら、大阪府医師会挙げて一致団結し、

国民とともに行動します。今後ともご支援

ご協力をお願い申し上げます。
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医師会とは、大きく分けて、「国民の健

康のため安心・安全な医療を提供する」「医

師会員の福利厚生ため」などを目的として

設立されました。わが国は１９８６年に世界一

の長寿国となり今も継続しています。その

ためには「いつでも」「どこでも」「誰でも」

安心して医療を受けることのできる国民皆

保険制度が貢献しています。皆保険制度作

りに尽力し維持する努力をしているのが医

師会なのです。

郡市区医師会は地域の先生方を中心に学

校医としての検診や健康相談など学童の健

康づくりに貢献しています。また資格をも

った産業医として快適に働ける職場づくり

に尽力しています。さらに、予防接種や検

診なども行います。また、行政に対して意

見を述べるとともに、施策などで協力して

います。大阪府医師会は、大阪府に対しさ

まざまな提案をし、施策などでお互いに協

力しながら、大阪府民と医師会員のために

活動しています。日本医師会は、国に対し

て意見を述べ、施策などで協力している日

本最大のNGOです。医師の団体であるた

め、行政に対してさまざまな働きかけが行

えるわけです。ご存じの通り、今回の東日

本大震災でも JMAT （日本医師会チーム）

として被災地で医療救護活動をしました。

このとき、JMATとして被災地に入った

人たちには、会員、非会員を問わず、また

医師以外の職種の人に対しても傷害保険を

かけていました。

それぞれ、大阪府には大阪市内２６と府下

３１の郡市区医師会があります。会員数は約

１７，６００名、そのうち約１０，２００名は勤務医で

す。医師会は開業医の集まりというイメー

ジがあるかもしれませんが、実は勤務医の

先生方が過半数を占めているわけです。

医師会に加入するメリットの１例を挙げ

ると、医師賠償責任保険に加入できるとい

うことです。大阪府医師会と日本医師会に

加入すると、特約をつけると１事故２億円、

年間６億円まで補償されます。また、大阪

府医師会は、日本医師会医師賠償責任保険

ではカバーされない１００万円以下の損害賠

償金にも対応しています。もう１つは、訴

訟などの際、連絡をすればただちに医師会

が弁護士をつけてくれるところです。学会

などの保険では、連絡後かなり時間が必要

な弁護士依頼が、素早く、しかも東京まで

行かずに済むところにメリットがあります。

また、医師協同組合に自動的に加入でき、

自動車ローンや住宅ローンなどもきわめて

低金利で借り入れが可能となります。その

ほかにも多くの利点がありますが、ここで

は省略します。

別に、大阪府医師会の組織図を示します。

このようにさまざまな活動を通じて、住民

の健康と医師会員のために寄与しているわ

けです。

●医師会をもっと知ろう●

医師会の役割をもっと知ろう

大阪府医師会理事、大阪医科大学救急医学 西本 泰久
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本学に在籍する医師で構成される本学医

師会は昭和２３年に設立され、平成２０年に６０

周年を迎えました。医学、医療の発展に寄

与することを目的として（大阪医科大学医

師会会則第３条）、地域医療や公衆衛生お

よび学会活動に貢献し、地元行政や地域医

師会などとの連携を深めるとともに、地域

における医療、保健、福祉の総合的な推進

に寄与してきました。６０周年を迎えるにあ

たり、１３の記念事業を行いました。（資料

参照）。

会の発展とともに会員数は年々増加し、

平成２２年１１月には４６９名になり、ここ３年

間で５９名増加しました。

本学医師会は、本学を中心とした二次医

療圏における病診、診診、病病連携の強化

を図るとともに、地域の医師会員および地

域住民の生涯学習への支援を行うことを目

的に北摂地域の３医師会（摂津市、茨木市、

高槻市）とともに北摂四医師会医学会を主

催し、最新の医学医療の情報発信元として

地域住民にも貢献しています。また国、府、

地域医師会が主催する各種の審議会や、講

演会などへの本学医師会員の参加要請は

年々増加しており、本学の構成員としての

社会貢献に大いに寄与しています。

また本学附属病院の医療連携室と共同し

て、毎年地域医療連携の会を主催し地元医

師会との情報交換や学習を通じて連携に努

めるとともに、地域住民から見た医療、保

健、福祉のあり方を検討してきました。

北摂四医師会医学会では、総会（資料参

照）を年１回開催し、分科会として、全人

医療研究会、画像診断研究会、骨・内分泌・

代謝研究会（旧：内分泌骨代謝研究会）、

北摂糖尿病フォーラム、神経精神医学研究

会、小児科医会、北摂急性肺障害フォーラ

ム、生活習慣病フォーラム、北摂コラボレ

ーションミーティング、北摂形成外科懇話

会、北摂肝疾患地域医療セミナー、北摂四

医師会認知症研究会、北摂先天性心疾患学

会、北摂生殖内分泌学会、大阪医科大学産

婦人科クリニカルカンファレンス、骨盤疾

患フォーラムの１６分科会が活動を行ってい

ます（資料参照）。それぞれの専門分野で、

より深い連携を推進するため分科会を開催

しており、これらの地域に密着した社会活

動や貢献は日本医師会や大阪府医師会など

全国から高い評価を受けています。これら

の成果は『北摂四医師会医学会記録集』と

して現在まで１６号を数えています。

本学医師会は、日本医師会認定産業医（こ

れは産業医の要件として必須であり、５年

ごとの更新が求められる）の講習会を年に

数回開催しています。毎回多数の応募があ

り、出席者は平均１００名前後で、地域医師

会員の生涯学習の場としても大変好評を得

ています。この講習会は、平成１９年度には

６回、平成２０年度には５回、平成２１年度に

は３回、平成２２年度には４回開催されまし

た。

大阪府医師会勤務医部会は府下を１１のブ

ロックに分割して活動を行っており、当医

師会は、高槻市、茨木市、摂津市とともに

●医師会をもっと知ろう●

大阪医科大学医師会の現在の姿とめざす方向

大阪医科大学医師会会長、大阪医科大学衛生学・公衆衛生学教室 河野 公一
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第２ブロックに所属しています。平成１８年

度に第２ブロックの事務局を大阪医科大学

医師会内に設置したのを機に、第２ブロッ

ク委員会、北摂四医師会医学会総会と分科

会および大阪府医師会医学会総会で積極的

に研究発表を行い、平成２３年１月１５日には

「男女共同参画 女性医療人の豊かな未来

のために：キャリア形成と子育ての両立」

と題した第２ブロック研修会を開催しまし

た（資料参照）。また、学術調査「コメデ

ィカルに対するアンケート調査」を２ヵ年

計画で実施することとなりました。

平成１８年に設立された全国大学医師会連

絡協議会（資料参照）にも加盟し、年１度

の総会に出席しています。近年、大学医学

部や大学病院が多くの共通する問題を抱え

ていることが明らかとなり、すべての大学

医師会が力を併せてこれらの問題に対処し

ていくべきであるとの機運が高まっていま

す。

医師会では、年２回定期的に『大阪医科

大学医師会会報』を発刊し（資料参照）、

本学医師会員や地元医師会、大阪府医師会

などに配布し、平成２２年度で第３５号を数え

ます。内容は毎号２回の編集委員会で討議

され、その時々のトピックスを「特集」と

して、また「ちょっと役立つ生涯学習」「会

員のひろば」「ホームページのひろば」「海

外留学レポート」、各種会議の「インフォ

メーション」、「会員の受賞、功績のお知ら

せ」など多彩で、広報活動とともに会員相

互の情報交換の場として大いに活用されて

います。

平成２０年２月には大阪医科大学医師会ホ

ームページをリニューアルし、「会則」、「事

業計画・報告」、「総会議事録」、「役員構成」、

「学会等助成」、「入退会のご案内」を掲載

しました。また、『大阪医科大学医師会会

報』は本学医師会ホームページ上で全号閲

覧できます。

また北摂四医師会医学会では、前述のご

とく『北摂四医師会医学会記録集』を年１

回の割合で発刊し、構成する医師会員に配

布するとともに、日本医師会や大阪府医師

会にも送付しています。内容は総会や各分

科会、四医師会主催の市民講座などでの講

演内容（総会は原著形式で掲載、各種分科

会は抄録形式で）であり、その都度の会の

歩みを記録してきました。また本学図書館

や高槻市中央図書館などに寄贈して、広く

公開しています。北摂四医師会医学会ホー

ムページでは講演会スケジュールを掲載し

ています。

このように本学医師会はさまざまな活動

を通して地域の医師会などと連携を深めて

きましたが、まだまだ課題も多く存在しま

す。その例として、本学医師会の目的のひ

とつに、本学の使命である良医育成に貢献

し、地域の医療、保健、福祉の向上に寄与

することがあげられます。そのために本学

に属する医師の多くが入会しさまざまな情

報を共有することが望まれるのですが、現

在、本学医師会の会員数は、増加傾向とは

いえ、その伸びは鈍化し本学所属医師の

６０％程度に留まっています。さらに新しく

導入された臨床研修制度での研修医の入会

率の向上も急務です。

また医師会への入会のモチベーションの

ひとつに医師会の自賠責保険の加入があり

ます。年々増加する医師の医行為に対する

訴訟については、身体的、精神的負担の軽

減に大いに役立っていますが、会費の点な

どで若干の改善の余地があります。

また前述のごとく、本学医師会は地域医

師会との連携で、北摂四医師会医学会を主

催し、各種の分科会を開催することにより、

情報交換に寄与してきましたが、専門分野

の広がりとともに、さらに数多くの分科会

の開催についての要望が寄せられています。

ただあまり細分化されると出席者の数が少

なく出席率も低くなるため、その効果が疑

問視される面もあります。
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これらの課題を踏まえて、今後本学医師

会の取り組むべき課題とめざす方向につい

て、

１）本学に所属する医師の入会促進に向け

た広報活動など各種の取り組みをさら

に展開する。

２）医学部学生や新臨床研修医に医師会の

活動を積極的に開示し、早期入会率の

向上（７０％程度にまで）を図る。

３）本学医学会と共催して、学術講演会な

どを開催し、本学教職員の生涯学習の

機会を増やす。各種研究会を通じて地

域医師会との連携をさらに強め相互の

活性化を図る。

４）全国大学医師会連絡協議会などと連携

し、情報の共有を行うとともに、大学

勤務医の置かれている状況を的確に分

析して国民や国、地方自治体に提供す

る。

５）わが国の保健医療制度のさらなる改善

策を大学医師会員の立場から提言する。

などさまざまあります。

今後会員諸兄とともに本学医師会がめざ

す１００周年に向けた新たな座標軸を構築し

てまいりたいと思っています。
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・会員数の変化

平成１９年

１２月１日

平成２０年

１２月１日

平成２１年

１１月１日

平成２２年

１１月１日

平成２３年

１２月１日

４１０人 ４２１人 ４３５人 ４６９人 ４８８人

【 大阪医科大学医師会 】

・ホームページ
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・会報

号
発行年月

特集
最近の動き

かなり役立つ生涯学習

第２８号

平成１９年９月

座談会
本音で話そう！臨床研修必修化後の卒後教育
「大阪医科大学附属病院卒後臨床研修における

内科および外科プログラム研修について」

出席者：卒後臨床研修センター長・神経精神医学教室
教授 米田 博

胸部外科学教室 准教授 近藤敬一郎
第一内科学教室 講師 杉野 正一
内科 レジデント 高本 晋吾
外科 レジデント 藤岡 大也

司 会：衛生学・公衆衛生学教室 准教授 土手友太郎

最近の動き：
画像診断の進歩と日常医療
―第５回北摂四医師会画像診断研究会を
終えて―

放射線医学教室 山本和宏

かなり役立つ生涯学習：
NST（Nutritional Support Team）聞
きかじり
―経腸栄養剤の選択について―

第一内科学教室 今川彰久・他

第２９号

平成２０年３月

「医療崩壊」

日本型医療制度の崩壊
医療法人清水会京都伏見しみず病院

理事長・衆議院議員 清水鴻一郎
外科の立場から

一般・消化器外科学教室 平松 昌子
内科の立場から

総合内科学教室 浮村 聡
周産期医療の崩壊

産科婦人科学教室 亀谷 英輝
救急医として実感する医療崩壊

救急医学教室 新田 雅彦
手術室からの医療崩壊

麻酔科学教室 田中 源重
関連病院・公立病院の立場から

市立枚方市民病院 院長 森田 眞照

最近の動き：
脳血管内治療の現況

脳神経外科学教室 黒岩 輝壮

かなり役立つ生涯学習：
カプセル内視鏡の現況とその周辺

第二内科学教室 樋口 和秀
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第３０号

平成２０年９月

座談会
「地域連携クリティカルパスについて」

出席者：医療法人祐生会みどりヶ丘病院
理事長 甲斐 敏晴

中島荘野クリニック 院長 中島 立博
医療法人仙養会北摂総合病院

副院長・循環器科 部長 諏訪 道博
大阪医科大学神経内科

診療科長・第一内科学講師 木村 文治
高槻病院整形 外科部長 平中 崇文
高槻赤十字病院 糖尿病・内分泌生活習慣病科

部長 金子至寿佳
大阪医科大学病院医療相談部

医療連携室 課長 角江 司
司 会：脳神経外科学教室 講師 梶本 宜永

病診連携アンケート結果報告
病診連携委員会 理事 中島立博、後藤研三

最近の動き：
医療安全調査委員会設置法案
―厚労省第３次試案に注目―

中央検査部（医療安全対策室）
村尾 仁

かなり役立つ生涯学習：
EBMの基礎的概念を理解するために

臨床検査医学教室（感染対策室）
中川 俊正

第３１号

平成２１年３月

座談会
「女医たちのラウンドテーブルディスカッション
―円女医（エンジョイ）」

出席者：酒谷皮フ科クリニック 酒谷 省子
大阪医科大学麻酔科 土居 ゆみ
大阪医科大学泌尿器科 橋本 玲美
川添丸山眼科 丸山 優子

司 会：大阪医科大学一般・消化器外科 平松 昌子

最近の動き：
放射線科の近況

中央放射線部／放射線医学教室
鳴海善文

かなり役立つ生涯学習：
大腸がんにおける化学療法
～個別化医療のはじまり～

化学療法センター 瀧内比呂也

第３２号

平成２１年９月

「ここが知りたいキャリア支援センター」

兵庫医科大学病院のキャリア形成支援部門
兵庫医科大学病院卒後臨床研修

センター長 芳川 浩男
キャリア形成支援センター設置の経緯を中心として

大阪医科大学神経精神医学教室
教授 米田 博

キャリア形成支援センターの発足と活動
大阪医科大学キャリア形成支援センター

センター長 近藤敬一郎
関西医科大学附属病院での３週間

大阪医科大学神経精神医学教室 久保洋一郎

最近の動き：
実学としてのリハビリテーション医学
リハビリテーション医学教室

教授 佐浦 隆一

かなり役立つ生涯学習：
実地診療における「痒み」対策

皮膚科学教室 森脇 真一

第３３号

平成２２年１月

「大阪医科大学の新型インフルエンザ対策の実際」

＜大学の対応＞
新型インフルエンザへの大学の対応

大学感染対策小委員会 出口 寛文

＜病院の対応＞
新型インフルエンザへの大学病院の対応

感染対策室 浮村 聡
新型インフルエンザ患者の入院

感染対策室 村尾 仁
妊産婦と新型インフルエンザ～当院での対応～

産婦人科学教室 亀谷 英輝
透析療法と新型インフルエンザ

血液浄化センター 井上 徹
救急外来と新型インフルエンザ

救急医療部 小林 正直
小児科とインフルエンザ

小児科学教室 芦田 明

最近の動き：
前立腺癌―最近の放射線治療―

放射線医学教室 猪俣 泰典

かなり役立つ生涯学習：
創傷被覆材について

形成外科学教室 大場 創介
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第３４号

平成２２年９月

「看護学部創設にあたって―建前より本音―」

看護学部設置準備室および看護学部開設準備室から
看護学部教授・前看護学部開設準備室副室長

田中 克子
看護学部学部長・前看護学部開設準備室室長

林 優子
看護学部創設について思うこと

看護学部 教授 元村 直靖
看護学科における基礎医学教育

看護学部 教授 前田 環
看護学部新設についての個人的所感

看護学部 教授 土手友太郎
そこそこ「本音」を書きました

看護学部 教授 矢野 貴人

最近の動き：
北摂四医師会認知症研究会の活動

神経精紳医学教室 米田 博

かなり役立つ生涯学習：
褥瘡の局所処置

形成外科学教室 大場 創介
キズを消毒していませんか？？

一般・消化器外科教室 �橋 優子

第３５号

平成２３年３月

「リハビリテーションの今」

序文 リハビリテーションの時代
大阪医科大学リハビリテーション医学教室

田中一成
本学附属病院におけるリハビリテーション

大阪医科大学リハビリテーション医学教室
高橋紀代

回復期のリハビリテーション
愛仁会リハビリテーション病院

副院長 住田幹男
維持期（生活期）のリハビリテーション

健和会奈良東病院リハビリテーション科
部長 鉄村信治

女性医師にとってのリハビリテーション科
大阪医科大学リハビリテーション医学教室

日浦裕子

最近の動き：
受賞おめでとうございます。

救急医学教室 西本泰久

かなり役立つ生涯学習：
アンチエイジング医学的診療のすすめ

（寿命予測編）
脳神経外科学教室 梶本宜永

第３６号

平成２３年９月

「東日本大震災―大阪医科大学の活動」

１．写真で見る大震災と救援チームの活動
２．東日本大震災における大阪医科大学の支援について

―初動の３週間 学長 竹中 洋
３．最初の一歩 一般・消化器外科学 平松 昌子
４．大阪府からの JMATチームの派遣

大阪府医師会救急災害担当理事・救急医学
西本 泰久

５．災害医療支援に参加して 第一内科学 石田 志門
６．第２陣チームの隊長としての参加報告

第一内科学 木村 文治
７．参加報告―精神科医の視点で―

神経精神医学 堀 貴晴
８．看護師の目から見た被災地の状況

看護師長 大岸 英子
９．東日本大震災医療支援チーム活動報告―薬剤師にで

きること― 薬剤部課長 西原 雅美
１０．理学療法士として被災地医療支援活動に参加して

リハビリテーション科 理学療法士 太田 善行
１１．業務調整員が見た地震発生から３週間後の被災地の

状況―岩手県釜石市から上閉伊郡大槌町まで―
医療安全対策室課長 角江 司

１２．東日本大震災における死体検案の経験
法医学 阿部俊太郎

１３．震災に伴う患者受け入れについて
総合内科・感染対策室 浮村 聡

最近の動き：なし

かなり役立つ生涯学習：なし
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・６０周年記念事業

項目 内容 実施日 経費

６０年を

振り返って

座談会「本学医師会６０周年を迎えて―過去から

未来へ―」の実施

平成１８年１０月１６日

「大阪医科大学医師会６０年のあゆみ」の発行 平成２２年３月３１日

地域医師会

との連携

座談会「地域連携クリティカルパスについて」

の実施
平成２０年４月９日

学術活動

の支援

学会等助成金制度の確立 平成２１年４月１日

医師会報に「海外留学レポートコーナー」の新設 平成１９年４月１日

講習会スケジュールの公開 平成１９年１０月１日

学内設備

の充実

図書館に生涯学習コーナーの設置 平成１９年２月２２日 ２，７０２，０７０円

図書館の時計の修理 平成２０年７月４日 １１２，３５０円

附属病院への SCDレスポンスセークエンシャ

ルコンプレッションシステムの寄贈
平成１８年１２月７日 ５００，０００円

歴史資料館への顕微鏡ケースの寄贈 平成１９年２月８日 ９４５，０００円

医師会

の充実

預金口座自動引落による医師会費徴収の開始 平成１９年４月１日

医師会のホームページのリニューアル 平成２０年２月１２日 ５６０，１７５円

事務所のOA化 平成１８年１０月１２日 ４８９，４００円
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・学会等助成金

会長／会頭 学会名・開催日程・開催場所 助成金額

第１回
２１年度

５件

生命科学講座
解剖学教室

大槻 勝紀

第３３回日本リンパ学会
日程：平成２１年７月１７日（金）～１８日（土）
場所：大阪医科大学新講義実習棟

１０万円

泌尿生殖・発達医学講座
小児科学教室

村田 卓士

第１９回日本小児リウマチ学会総会学術集会
日程：平成２１年１０月２日（金）～４日（日）
場所：京都リサーチパーク西地区４号館

１０万円

外科学講座
脳神経外科学教室

宮武 伸一

第２７回日本脳腫瘍学会
日程：平成２１年１１月８日（日）～１０日（火）
場所：全日空ゲートタワーホテル大阪

１０万円

外科学講座
一般・消化器外科学教室

谷川 允彦

第７１回日本臨床外科学会総会
日程：平成２１年１１月１９日（木）～２１日（土）
場所：国立京都国際会館

１０万円

予防・社会医学講座
衛生学・公衆衛生学�・�教室

河野 公一

第５７回日本職業・災害医学会学術大会
日程：平成２１年１１月２１日（土）～２２日（日）
場所：大阪医科大学／高槻現代劇場

１０万円

第２回
２２年度

３件

学長 竹中 洋
第２２回 日本アレルギー学会春季臨床大会
日程：平成２２年５月８日（土）～９日（日）
場所：国立京都国際会館

１０万円

外科学講座
脳神経外科学

黒岩 敏彦

第２８回 日本脳腫瘍病理学会
日程：平成２２年５月２１日（金）～２２日（土）
場所：大阪市中央公会堂

１０万円

泌尿生殖・発達医学講座
小児科学教室

玉井 浩

日本レチノイド研究会学術集会
日程：平成２２年１１月１３日（土）～１４日（日）
場所：大阪医科大学 新講義実習棟・看護

学部講堂

１０万円

第３回
２３年度

５件

総合医学講座放射線医学教室
鳴海 善文

第２５回日本腹部放射線研究会
日程：平成２３年６月１０日（金）～１１日（土）
場所：大阪市中央公会堂

１０万円

看護学部
元村 直靖

第２６回日本保健医療行動科学会学術大会
日程：平成２３年６月１１日（土）～１２日（日）
場所：大阪医科大学 看護学部講堂

１０万円

泌尿生殖・発達医学講座
産婦人科学教室

大道 正英

第５１回日本産科婦人科内視鏡学会
日程：平成２３年８月４日（木）～６日（土）
場所：リーガロイヤルホテル大阪

１０万円

生命科学講座
解剖学教室

大槻 勝紀

第４３回日本臨床分子形態学会・学術集会
日程：平成２３年９月９日（金）～１０日（土）
場所：大阪医科大学 臨床第１、２講堂

１０万円

生体管理再建医学講座
整形外科学教室

木下 光雄

第４回国際足の外科学会学術集会
日程：平成２３年９月２１日（水）～２４日（土）
場所：奈良県新公会堂

１０万円

第４回
２４年度

４件

泌尿生殖・発達医学講座
小児科学教室

余田 篤

第２９回日本小児肝臓研究会
日程：平成２４年７月１３日（金）～１４日（土）
場所：新梅田シティ梅田スカイビル

１０万円

総合医学講座
臨床検査医学教室

田窪 孝行

第１３回日本検査血液学会学術集会
日程：平成２４年７月２８日（土）～２９日（日）
場所：高槻現代劇場

１０万円

感覚器機能形態医学講座
眼科学教室

奥 英弘

第５０回日本神経眼科学会総会
日程：平成２４年１１月１６日（金）～１８日（日）
場所：京都テルサ

１０万円

生命科学講座
解剖学教室

大槻 勝紀

第２７回日本生殖免疫学会総会・学術集会
日程：平成２４年１２月８日（土）～９日（日）
場所：大阪医科大学

１０万円
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【 北摂四医師会医学会 】

・ホームページ

17



・北摂四医師会医学会総会

年度
開催日時
開催場所

特別講演等
一般
演題

担当
医師会

１９年度

６月１６日（土）
１４：００～１７：３０
大阪医科大学
附属看護専門学校講堂

１．「美しい国日本の姿を求めて
―医療国際協力よりみた日本人のあり方―」

荒木 恒治（奈良県立医科大学名誉教授、青山第３病
院名誉院長）

２．「医療と法律の話
―医師として弁護士として―」

田辺 昇（中村・平井・田邉法律事務所、医療法人
今心会田辺皮膚科外科）

８題 大阪医大

２０年度

６月２１日（土）
１４：００～１７：３０
茨木市健康増進センタ
ー１階研修室

「終末期医療―老人のケアを中心に」
柏木 哲夫（金城学院大学学長、淀川キリスト教病院

名誉ホスピス長）
９題 茨木市

２１年度

６月２０日（土）
１４：００～１７：００
大阪医科大学
附属看護専門学校講堂

「糖尿病診療のコツ」
花房 俊昭（大阪医科大学附属病院院長）

９題 高槻市

２２年度

６月１９日（土）
１４：００～１７：００
大阪医科大学
P１０１教室

【シンポジウム】喫煙について
１．「高槻市における喫煙の現状」

臼田 寛（大阪医科大学 衛生学・公衆衛生学教室
准教授）

２．「喫煙とがん」
李 昊哲（大阪医科大学 耳鼻咽喉科学教室 講師）

３．「喫煙と肺疾患」
村尾 仁（大阪医科大学 中央検査部 助教）

４．「喫煙の脳心血管障害への影響と
大阪医大における禁煙外来の実際」
浮村 聡（大阪医科大学 総合診療科 専門教授）

６題 大阪医大

２３年度

６月１８日（土）
１４：００～１８：００
茨木市こども健康セン
ター１階研修室

「話題の肝疾患―C型肝炎治療とNASHの最新情報」
岡上 武（大阪府済生会吹田病院）

１１題 茨木市

・分科会一覧

番号 分科会名 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

１ 全人医療研究会
０７／０７
０２／０６

０７／１２
０２／２５

休止 休止 休止

２ 画像診断研究会 １１／２４ １２／２０ １２／１９ １２／１８ １０／２９

３
骨・内分泌・代謝研究会
（旧：内分泌骨代謝研究会）

０３／２９ ０３／２１ ― ０３／１２ ０５／２８

４ 北摂糖尿病フォーラム ０４／１４ ０４／０４ ０４／０３ ０４／０２

５ 神経精神医学研究会 ０９／１５ １０／１８ １０／０３ １０／０９ １０／０８

６ 小児科医会 ０９／２２ ０９／１３ ０９／１２ ０９／１８ １０／０１

７ 北摂急性肺障害フォーラム ０２／２３ ０３／０７ ０３／２０ ０３／０５ ０３／０３

８ 生活習慣病フォーラム ０３／１５ ０２／２１ ― ０４／１７ ０７／２３

９ 北摂コラボレーションミーティング ０１／２６ ０１／２４ ０１／２３ ０１／２２ ０１／２１

１０ 北摂形成外科懇話会 休止 休止

１１ 北摂肝疾患地域医療セミナー ０７／０５ 休止 休止 休止

１２ 北摂四医師会認知症研究会 ０８／０１ ０７／３１ ０９／２２

１３ 北摂先天性心疾患学会

１４ 北摂生殖内分泌学会

１５
大阪医科大学産婦人科
クリニカルカンファレンス

１０／３１ １０／０９

１６ 骨盤疾患フォーラム ０５／２８

17
北摂四医師会ほくせつフットケアカン
ファレンス

０９／２４
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【 大阪府医師会勤務医部会第２ブロック 】

・第２ブロック研修会案内
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http : //www.daigaku-ishikai.org/ 平成１８年８月５日発足

【 全国大学医師会連絡協議会 】

・ホームページ
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学校医活動とは

学校医活動の基本は、学校教育の中での

「育」の部分を学校長、学校保健主事、学

校養護教員等と協力して、学童の身体的、

精神的な健やかな育みに協力することです。

学校保健活動は、学校だけで完結するもの

でなく、当然、学校外、特に家庭内での理

解、協力なしには、とても行えるものでは

ありません。そこで、上記目的を果たすた

め学校保健会活動があり、学校医の先生に

もその重要性、開催を訴えかけて活動をし

ております。

学校医部会って何？

大阪府医師会の会務組織の中には、学校

医の集まりである学校医部会があります。

昭和３３年に制定された学校保健法（現在は

学校保健安全法）により、大阪府下の幼、

小、中、高の各学校に学校医が選任されて

いますが、学校医の身分保障、また学校医

としての活動等について相互の連絡、支援、

問題等を考える組織として活動しておりま

す。府内の学校医はおよそ３，２００人（平成

２３年７月現在）で、基本的に学校医をして

いただいている先生は、部会に入会してい

ただいています。

学校医部会の構成は？

学校医部会の部会長には松原謙二・大阪

府医師会副会長先生が就任しています。そ

の下に副部会長３人、常任委員３０人が選任

され、部会運営にあたっています。さらに

表のように、実際の問題を検討する１１委員

会が設置されています。

委員会活動

学校医が執務するにあたりさまざまな問

題に遭遇しますが、学校医１人で解決する

には、問題は多岐にわたり、解決困難なこ

とが多くなってきました。１１委員会では、

こうした問題に関して専門的な立場から検

討を加えて、部会に提言し、学校医活動に

利するよう努めています。委員会のメンバ

ーには、専門性の高い問題も多いことから、

大学病院も含め、こうした実際の問題に精

通した勤務医の先生方にも委員（長）にご

就任いただき、ご活躍いただいています。

府医指定学校医制度

学校医の資質の向上、担保を目的として、

平成１６年度に府医指定学校医制度を確立し

ました。学校医の認定制度です。学校医の

必要な講習会（１講習会が１単位）を受け

ていただき、必要単位数３単位を取得する

ことで、府医指定学校医としての資格を付

与します。その後、５年毎［必要単位数５

単位］の更新を受けていただき、学校医と

しての必要な情報を修得、更新していただ

きます。

●医師会をもっと知ろう●

大阪府医師会学校医部会へのご協力を！

大阪府医師会学校保健担当理事、大阪府医師会学校医部会副部会長 武本 優次
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学校保健指導者講習会

府医指定学校医制度においては、講習会

主体の座学だけでは、学校医活動には不十

分であると考え、平成２２年度からは、もう

一歩踏み込んで、学校内外での学校医の活

動の質の担保、学校医の学校での信頼の向

上、学校医と学校関係者のよりよい連携関

係の構築を計ることを目的に、学校保健で

問題となっているポピュラーな問題を取り

上げた「教育ツール」を順次作成していま

す。この教育ツールを、学校医を集めた講

習会で説明のうえで配布し、学校内で教員、

生徒、保護者らに対して実際に各学校医が

講習、説明を行っていく制度を新設しまし

た。

学校において教育ツールを使った講習、

説明を行えば、指定学校医制度の単位（１

単位）が取得できるようになっています。

MRワクチン等の低接種率に直面して

MRワクチンの接種率対策として、平成

２０年より５年間の時限措置であるMRワ

クチン３期（中学１年生相当）、４期（高

等学校３年生相当）の接種事業が、４年目

を迎えていますが、大都市で、７０～８０％の

低接種率が続いています。また大阪の接種

率は全国的にもワーストの部類に入ってい

ることから、本会では接種率向上について

行政に働きかけましたが、なかなか有効な

手段が講じられることはありませんでした。

予防接種は個別接種が原則とされています

が、本会は教育委員会に学校における集団

的個別接種を提案しました。学校医が各中

学校に臨時の巡回診療所を開設し、MRワ

クチン接種対象者の中学１年生に対して学

校で集団的個別接種を行うというものです。

残念ながら大阪府下全域とはいきませんが、

大阪市、泉大津市では実施されました。現

在、大阪市では集団的個別接種が進行中で

すが、対象となった中学校（１２８校）では、

前年度に比べ接種率向上に効果を上げつつ

あります。

感染症サーベイランス問題

身近な問題から学童を守るのが、学校医

としての大きな問題であれば、やはり、一

昨年の新興感染症としての新型インフルエ

委 員 会 担当副部会長 委 員 長 所 属

松
原
謙
二
部
会
長

学校保健対策
武本 優次

田中 英高 大阪医大

学校における感染症サーベイランス 浅井定三郎 都島区

腎臓疾患対策

田中 英高

芦田 明 大阪医大

生活習慣病対策 �屋 淳二 関西医大

アレルギー対策 亀田 守
府立呼吸器アレルギーセン

ター

就学前児保健対策 木野 稔 旭区

心臓疾患対策

益田 元子

村上 洋介 大阪市立総合医療センター

耳鼻科対策 川嵜 良明 鶴見区

精神保健対策 西川 瑞穂 南

眼科対策 宮浦 徹 吹田市

性感染症対策 白阪 琢磨 国立大阪医療センター
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ンザの問題は忘れることができません。そ

の対策には、今後十分な対策を立てる必要

があります。学校、保健所、近隣の医療機

関が連携、情報の共有システムを作り、初

期感染から有効な予防発令措置を早期に発

出することが重要です。

国立感染症研究所が開発した学校欠席者

サーベイランスシステムは、日々の学校欠

席者の状況を校区、あるいは市町村単位で

瞬時に閲覧できるもので、先行導入された

堺市、大阪狭山市等では実際の警報発令な

どに有効な手段になっており、鳥インフル

エンザを含めた未知の重篤な新興感染症に

対しても有効であることから、全府下的な

導入を行政、教育機関に働きかけています。

また東日本大震災による津波等による被

害を教訓として、今後予想される東南海大

震災に対する学校での対策も教育委員会、

行政に働きかけるなど問題提起を行ってい

ます。

全国学校保健・学校医大会

普段の学校医活動の全国での意見交換を

目的とした会とした「全国学校保健・学校

医大会」が毎年開催されています。当部会

も積極的に参加しており、毎年５演題程度

発表し、いろいろな討論にも積極的に参加

しており、大阪府は全国でも学校保健のオ

ピニオンリーダーになっています。

学校医報酬問題

各学校医の活動に差があることは否めま

せん。行政から学校医報酬に関して、１回

／月の執務と執務回数による報酬制が提起

され、本会は大阪市と協議を重ね、従来ど

おり、月額報酬制を堅持することができま

した。これも、日頃の大阪市教育員会との

相互理解によるところ大であると考えてい

ます。

おわりに

大阪府医師会学校医部会は、学校医に関

わるいろいろな問題を真摯に取り上げ、活

動しております。大学病院の皆様にも多く

のご理解、ご援助をいただき、日頃は大変

感謝いたしております。

今後、勤務医でも学校医に就任されるこ

とも想定されます。学校医活動にご理解賜

りますと同時にますますのご指導、ご鞭撻

のほどお願い申し上げます。
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大阪府医師会医学会は昭和５２年４月に設

立され、大阪府医師会医学会総会、シリー

ズ別講演会の企画・開催、大阪府医師会医

学雑誌「大阪医学」の刊行（大阪医科大学

医師会からは整形外科学の木下教授と第二

内科（消化器内科）の樋口教授が大阪府医

師会医学会雑誌編集委員会委員を務めてお

られます）、病院実習、大阪医学大阪府医

師会長賞表彰、医学研究奨励費助成など会

員の生涯教育の実施、学術研修に係る事項

を担当しています。

運営委員は医師会理事、会長推薦、大学

医師会、協力医会、ブロック代表、市役所、

私立病院協会、勤務医部会の代表など約５０

名によって構成され、運営委員会を毎月開

催しています。臼田は平成１９年４月から運

営委員として参加し現在３期目の任期、精

神科の米田教授が会長推薦により平成２４年

４月から１期目の任期を務めています。

運営委員の業務分担では、シリーズ別講

演会の企画・開催のうち年間３回開催され

る感染症シリーズのうち２月開催分（日医

生涯教育制度３単位、日本内科学会認定総

合内科専門医更新２単位）を担当しており、

これまで下記の先生方のご協力で５回の学

術講演会を大阪府医師会館２階ホールで開

催いたしました。誌面を借りまして改めて

関係各位にお礼申し上げます。

シリーズ別講演会は循環器、消化器、医

学の進歩、臨床検査、超音波判読教室もあ

り、病院実習も含め、多くの先生方にご協

力いただいております。

大学医師会所属の先生方におかれまして

は、今後とも大阪府医師会医学会の活動へ

のご協力をお願い申し上げます。

●医師会をもっと知ろう●

大阪府医師会医学会の活動について

大阪府医師会医学会運営委員、大阪医科大学衛生学・公衆衛生学教室 臼田 寛

大阪府医師会医学会主催学術講演会 感染症シリーズ２月（平成１９―２３年度）

日 時 講 師 所 属 演 題

平成２０年２月２８日 河野武弘 輸血室 輸血と感染症

平成２１年２月２６日 瀬川直樹 泌尿器科学教室 尿路生殖器感染症 ―最近の動向と対策―

平成２２年２月２５日 奥田喜代司 産婦人科学教室 産婦人科感染症 ―最近の診断と治療―

平成２３年２月２４日 宮地克彦 第二内科学教室
C型肺炎について

（慢性肺炎から肝硬変・肝細胞癌まで）

平成２４年２月２３年 新田雅彦
救急医学教室

（小児科学兼務）
子どもの感染症：小児救急医の視点から
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大阪府医師会勤務医部会設立の経緯は大

阪府医師会勤務医会顧問の阿部源三郎先生

が府医ニュースに御寄稿されていますが、

その文書に因りますと、昭和３５年当時東区

医師会には国立大阪、大手前、大阪日赤、

東市民病院や大企業に配置された産業医が

多く、勤務医の数が開業医を上回っており、

そのほとんどが医師会加入の必要性を感じ

ていないことにあったようです。そこで、

阿部顧問が世話役となって「東区勤務医懇

談会」を設置され、勤務医問題を討議され

ていました。その後、昭和３９年、府医会長

諮問機関として「勤務医委員会」が設置さ

れ、昭和４０年１２月に第１回郡市区医師会勤

務医担当理事連絡協議会が開催されました。

勤務医委員会も継続して開催されていまし

たが、昭和４６年３月の委員会では“勤務医

部会発足に関してはまだ機が熟していな

い”などの意見があり、昭和４７年、大阪市

役所医師会所属の橋本 博先生が府医の理

事に就任されるまで見送られていました。

橋本先生は当時「全勤務医師が府医会員で

あるので、統一された行動ができたら、府

医の発展が期待され、ひいては日本の医療

の前進がみられる。こうしたことに一歩で

も近づけるためには、勤務医同士の話し合

いを進めて行くことが重要であり、そのた

めにできるだけ組織しやすいブロック編成

も想定している。また、勤務医に共通の話

題が出てきて、府医さらには日医の活動に

理解が深まれば大同団結へと繋がる。将来

勤務医部会が不必要となるのが理想である

が、現段階では勤務医を組織化してゆかね

ば、真の大同団結はできない。あえて言え

ば日医という大きな組織の中で府医が先陣

を切って勤務医を包含してゆくことはきわ

めて大きな意義がある」と語っておられ、

同年９月に「府医勤務医部会設立準備懇談

会」を立ち上げられました。昭和３９年に「勤

務医委員会」が設置されてから９年後の昭

和４８年７月７日、本邦初の「大阪府医師会

勤務医部会設立総会」が開催されました。

それから３８年、全国的に医師不足が叫ば

れる中、女性医師の占める割合が急増して

きております。府医では、女性医師が育児

中も医療現場で活躍できる環境作りが女性

医師のキャリア形成を促し、ひいては医師

不足の解消に寄与すると考え、平成２２年度

から女性医師支援プロジェクト「Gender

Equality」が始まり、府内５大学、郡市区

医師会、勤務医部会、病院協会から推薦さ

れたメンバーで府内１１のブロックごとにこ

のプロジェクトに取り組んでいます。

一方、高槻市医師会では昭和６２年３月に

第１回高槻市医師会勤務医会総会が笠川

脩先生のご尽力で開催されました（写真１）。

第６回勤務医総会からは病院勤務のコメ

ディカルも参加しての講演会・懇親会を開

催しています。平成１４年、私が高槻市医師

会勤務医担当理事を拝命し、平成２３年２月

には第２５回勤務医会総会を迎えることがで

きました（写真２・３）。この間、高槻市

医師会内での勤務医の割合は過半数を占め

るに至り、勤務医同士、コメディカル同士

●医師会をもっと知ろう●

医師会の中での勤務医部会の活動

高槻市医師会勤務医担当理事、大阪府医師会勤務医部会第２ブロック世話人 後藤 研三
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の交流も盛んとなり、市内の病院間での連

携もスムースに行われるようになってきま

した。

平成１７年からは２月に開催している総会

に加えて、毎年７月に勤務医研修会も開催

し、勤務医に共通する最近の医学的内容の

研修を行っています。

また、毎年８月には医師会会員、家族、

従業員を対象とした「文化の夕べ」を開催

し、講演会と従業員の慰労を兼ねた懇親会

を行っています。

さらに大阪府医師会第２ブロックは高槻

市・茨木市・摂津市・大阪医科大学の四医

師会で構成されますが、昭和５４年、四医師

会と大阪府医師会勤務医部会第２ブロック

の勤務医と合同で、生涯教育と病診連携を

主な目的に臨床検討の場として学術集会が

立ち上げられました。平成７年、「北摂四

医師会医学会」と改称され、北摂地区にお

ける医学の発展と普及、ならびに病診連携

を図ることを目的として、大阪医科大学医

師会を中心とした四医師会と第２ブロック

の勤務医とが一体となって、医学会総会や

１７の分科会を開催し、活動しています。

私は平成２２年４月に、四医師会会長の推

薦を受けて、大阪府医師会勤務医部会第２

ブロック世話人になりましたが、この年か

ら先述した「女性医師支援プロジェクト

～Gender Equality～」が始まりました。

各ブロックでワーキンググループを立ち上

写真１ 勤務医会総会創設時

写真２

写真３
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げ、討議を重ね、第２ブロックでは平成２４

年２月にはシンポジウムを実施いたしまし

た。

また、第２ブロック委員が所属する急性

期病院のコメディカルを対象とした「勤務

環境並びに心の健康に関するアンケート調

査 医療従事者のメンタルヘルスケア～よ

り喜ばれる医療を目指して～」を行い、２４

年１月に第２ブロック研修会を開催し、分

析結果を発表しました。

一方、大阪医科大学地域医療連携室室長

の木村文治先生から高槻市医師会「地域連

携クリティカルパス」の構築についての提

案があり、平成１９年から、「大腿骨近位部

骨折」・「脳卒中」・「狭心症または心筋梗

塞」・「糖尿病」の４つのクリティカルパス

の運用が高槻市医師会主導で始まりました。

大阪医科大学、高槻市医師会に所属する急

性期病院と回復期病院の勤務医ならびに診

療所の医師が連携して１つのパスを運用す

るという全国でも珍しい方式です。平成２２

年１１月からは三島圏域（高槻・茨木・摂津）

でのパスとして「大腿骨近位部骨折」以外

の３つのパスが運用されています。

さらに、平成１８年からは当時の甲斐会長

の発案で、大阪医科大学との連携を深める

ために、高槻市医師会に理事を派遣してい

ただき、共通の課題や講演会、研修会の開

催など連携を密にしています。

このように、医師会の中で、勤務医は自

らの研鑽はもちろんのこと、地域全体の医

療レベルの向上、大阪医科大学を含めた病

院間での病診・病病連携、働きやすい勤務

環境の構築や、コメディカルを含めたチー

ム医療の推進等をさらに押し進めていこう

と努めています。

私が日本医師会に入った動気は“老後の

医師年金”が目的で、“医師会は開業医さ

んの権利を守る団体”という認識でした。

高槻市医師会は、私が入会した昭和６０年当

時から勤務医活動に一定の理解をしてもら

っていましたが、近年は多大な予算ととも

に積極的な応援をいただき、勤務医の地位

も向上したのではと考えます。

大阪医科大学医師会の先生がたは全員勤

務医です。

本年１０月に開催された「平成２３年度勤務

医部会 在阪５大学医師会ならびに２行政

医師会役員との懇談会」でも「女性医師支

援策の取り組みの現状と課題」をテーマと

して意見交換がなされました。大阪医科大

学からも大阪医科大学医師会副会長 米田

博先生から「第４回医学を志す女性のた

めのキャリアシンポジウム」において実施

された「学生アンケート」の分析結果が報

告されました。その中で、産休、育休を取

りやすい環境、院内保育の充実に今後の課

題があると述べておられます（写真４）。

第２ブロックでは、院内保育や病児保育

を設置している施設は多い方ではあります

が、まだまだ十分とはいえません。

今後、未設置の施設や行政にも働き掛け

ていくためにも、大学医師会の先生がたに

もっと医師会活動について知っていただき、

女性医師も含めた勤務医全体の勤務環境の

向上や病病連携の充実に、ひいては日本の

医療の発展・向上にともに努力していけた

らと期待します。

写真４ 在阪５大学
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１．大阪府医師会予防接種センター
（以下、予防接種センター（大阪
市天王寺区清水谷町１９番１４号））
について

平成６年４月、大阪府医師会保健医療セ

ンター内に開設され、さまざまなワクチン

の接種とともに、さまざまな予防接種にま

つわる相談に応じる、予防接種専門施設で

ある。

その主な業務内容は、

・予防接種に関する事前事後の相談、情報

提供

・接種者の個別相談、指導

・接種証明書の発行（証明書料金が必要）、

主に英文証明書等の作成にかかる助言、

指導

・接種日以外の電話相談等の対応

・予防接種要注意者の接種の可否に関する

相談

・心臓血管系疾患等の基礎疾患を有する者、

全身性発疹等のアレルギーを疑う症状を

呈したことのある者等、接種要注意者等

の相談

・各市町村における接種もれ者に対する接

種可否に関する相談および接種

・海外渡航者の予防接種スケジュールの相

談、海外留学者、海外赴任者に対する予

防接種スケジュールの作成、接種相談

・接種後の注意事項、副反応等の相談、各

種ワクチン接種後（３０～６０分程度）の接

種部位（腫れ、発疹等）について、ワク

チン毎の注意事項（パンフレット）の説

明

・予防接種に関する情報の提供、啓発等

・冬期におけるインフルエンザワクチンの

接種（対象：医師会職員、外部一般など）

などである。

接種日（相談日を含む）と受付時間は毎

週火曜日および第４木曜日、午後１時３０分

～午後２時４５分（祝祭日を除く／月によっ

ては変更する場合もあり）、すべて電話予

約制である（月曜～金曜日／午前９時３０分

～正午、午後１時～午後４時３０分、TEL：

０６－６７６８－１４８６）。接種ワクチンはポリオ、

ジフテリア、破傷風、２種混合、３種混合、

麻疹、風疹、麻疹風しん混合、流行性耳下

腺炎、水痘、日本脳炎、インフルエンザ、

狂犬病、A型肝炎、B型肝炎、ツベルクリ

ン、BCGなどで、また麻疹、風疹、流行

性耳下腺炎、水痘、A型肝炎、B型肝炎な

どの抗体検査も行い、各ワクチンの接種の

可否の検討も行っている。

２．予防接種センター運営委員会につ
いて

予防接種センターの円滑な業務展開を図

るため設置された委員会で、接種日には同

委員会委員がローテーションで出務し、対

応している。現在、大国英和委員長をはじ

めとする１２名の委員で構成されており、大

阪医科大学からは平成１２年４月に筆者が就

任、月に１度出向し現在に至る。

●医師会をもっと知ろう●

「予防接種センター運営委員会」と「予防接種問題検討委員会」～予防接種の普及と啓蒙

大阪府医師会予防接種運営委員会、大阪医科大学小児科学教室 村田 卓士
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B
型
肝
炎

３５
０
１１
３

０
１３
０

０
５０

０
３２

０
７９

０
８５

０
４９

０
９３

０
６６

０
８９

０
１４
０

０
９６
１

０

麻
疹
風
疹
混
合

８
０

４
１

７
３

６
２

１０
５

３
０

８
４

５
０

３
０

９
５

９
５

１０
６

８２
３１

抗
体
検
査
A
・
B
・
風

２
０

１
０

１
０

０
０

１
０

３
０

０
０

０
０

４
０

２
０

６
０

５
０

２５
０

抗
体
検
査

水
・
お
た
・
麻

５９
０

１
０

１
０

５
０

２
０

７
０

０
０

１
０

１
０

３
０

１０
０

１１
０

１０
１

０

証
明
書

４
０

１０
０

１４
０

２１
０

１５
０

３
０

２
０

７
０

７
０

３
０

４
０

１５
０

１０
５

０

相
談

０
０

１
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

２
０

０
０

２
０

５
０

そ
の
他
（
胸
部
X
線
等
）

０
０

１
０

０
０

２
０

２
０

１
０

１
０

０
０

１
０

１
０

０
０

２
０

１１
０

ジ
フ
テ
リ
ア

０
０

０
０

１
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１
０

合
計

３９
９

５
２９
２

４
４４
２

６
３３
７

７
３１
３

１５
２３
４

２
４８
０

３１
５８
５

１７
４４
５

８
３４
６

９
４６
８

１１
５０
４

１７
４
，８
４５

１３
２

海
外
渡
航
者

６ ０
６１

６９
７８

５５
３０

３１
３３

４７
６６

７９
５９

６６
８
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３．予防接種問題検討委員会について

大阪府医師会の実務関係の常置委員会と

して設置され、現在、大国英和委員長をは

じめとする９名の委員で構成されている。

その時々の予防接種に関する諸問題を協議

することを主たる目的として活動している

が、主な内容は（平成２２年度）、以下である。

・２１年度の予防接種副反応研究事業報告書

のとりまとめ

・予防接種に関する研究会の開催

毎年１回開催しているが、２２年度は、

大阪府の委託事業である「新型インフル

エンザ対策医療従事者研修会」と合同で

開催した。

・予防接種率の向上、大阪府内広域化の推

進についての検討

予防接種法は平成３年に大幅に改定さ

れ、予防接種は「義務接種」から「努力

義務接種、勧奨接種」に移行し、接種方

式は「集団後種」から「個別接穂」に変

更された。また、厚生労働省、日本医師

会は予防接種を受ける子どもの体質をよ

く知っている「かかりつけ医」での接種

を推奨している。これらの状況と接種率

の向上、住民の利便性を踏まえ、本会で

は法に基づく予防接種の大阪府内広域化

の推進について協議を行った。

・大阪市予防接種副反応研究事業への対応

大阪市から予防接種副反応研究事業

（予防接種事故の未然防止を図り、接種

率の向上に努めるため安全な接種方法を

確立するとともに、予防接種の副反応防

止のための調査研究を行うこと）の委託

をうけ、予防接種の諸事業等の推進を図

った。

・大阪市予防接種健康被害調査委員会につ

いて

予防接種法では、予防接種の実施主体

は市町村どなっており、ワクチン綾種後

の健康被害に対する行政レベルの対策は、

市町村長が予防接種による健康被害を適

正かつ円滑に処理するために予防接種健

康被害調査委員会を設置してその対応が

なされている。大阪市においても、本委

員会が設置されており、本会からは、茂

松茂人副会長、中尾正俊理事、宮川松剛

理事の３名が就任している。

４．大阪府医師会予防接種センターで
の接種状況

昨年度の接種実績を提示したので、ご参

照いただきたい（表）。
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健康スポーツ委員会の設立

スポーツ活動による健康の維持・増進へ

の関心が高まるとともにスポーツ選手なら

びに愛好家が増加することとなった。しか

し、一方で健康の維持・増進のためのスポ

ーツ活動が種々の傷害を来していることも

明らかとなった。そのため日本医師会は、

臨床医を対象にスポーツによる疾患・外傷

の診断と治療、さらにはメディカルチェッ

クや予防に関する正しい知識の普及を目的

に昭和６３年７月に「健康スポーツ医学講習

会」を開催した。さらに都道府県医師会健

康スポーツ医学担当理事会連絡協議会も開

かれ、これらの活動を全国的に広めること

となった。そこで大阪府医師会においても

同年９月に１０名の委員（平成２３年現在：１３

名）からなる「健康スポーツ医学検討委員

会」（平成２年、健康スポーツ医学委員会

に改名）が設置された。

健康スポーツ医学講習会

平成元年３月８日には本委員会の運営に

よる第１回健康スポーツ医学講習会が大阪

府医師会館にて開催され、順天堂大学体育

学部長の黒田善雄氏により「健康スポーツ

医学概論」と題した講演が行われた。その

後、本講習会は日本医師会の講習カリキュ

ラムに準拠し、年２回組まれることとなっ

た。本講習会は講師として大学の体育学部、

教養学部ならびに医学部の現役教職者など

広い分野から招聘され、その内容も多岐に

わたり、スポーツ科学領域を網羅したもの

となっている。参加者は大阪府医師会員に

限られ、その定員は年度により多少異なっ

ているが、おおよそ２００名から３００名であり、

現在に至るまで毎回多くの聴講者で盛会の

状況にある。平成１５年からは産業医学とス

ポーツ医学の内容が共通する領域もあるこ

とから日本医師会認定産業医・健康スポー

ツ医合同研究会が年１回開催され、認定産

業医の研修単位も取得できることになって

いる。

認定健康スポーツ医と健康スポーツ再
研修会

平成３年４月から日本医師会認定健康ス

ポーツ制度が実施されたが、本制度実施以

前の本講習会修了者も移行措置者として申

請が認められることとなった。最初の申請

は平成３年度に行われ、その有資格者は大

阪府内で６９４名であった。その後、年々増

●医師会をもっと知ろう●

大阪府医師会における健康スポーツ医学委員会の活動

大阪府医師会健康スポーツ医学委員会、大阪医科大学整形外科学教室 奥田 龍三
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加し、平成２２年度は総数２，５４１名となって

いる。また日本医師会認定健康スポーツ医

の資格を取得した後は、資格更新に研修単

位取得を必要とするため、平成４年９月か

ら本委員会により「健康スポーツ医学再研

修会」を大阪医師会館にて開催することと

なった。参加者は大阪府医師会所属の日本

医師会認定健康スポーツ医に限られ、その

定員は平成２２年度では３００名となっている。

筆者は平成２２年１２月に「スポーツにおける

足関節・足部の傷害と予防」という題目で

講演を担当させていただいたが、整形外科

医以外の臨床医には専門外の講演内容であ

るにもかかわらす熱心に聴講していただき、

大変ありがたい思いをした。

運動型健康増進施設とスポーツ競技大
会との連携

国民の健康づくりを推進するうえで適切

な内容の施設を認定し、その普及を図るた

め厚生労働省にて昭和６３年１１月２９日に「健

康増進施設認定規程」が策定され、運動型

健康増進施設、温泉利用型健康増進施設、

温泉利用プログラム型健康増進施設の３類

型の施設について、大臣認定が行われるこ

ととなった。この規程により運動型健康増

進施設、いわゆるアスレチックやフィット

ネスクラブなどの施設はこの認定を受ける

際に、その施設が医療機関と適切な提携関

係を有していることが必要となった。そこ

で平成４年度から認定申請の施設からの

「日医認定健康スポーツ医」の推薦依頼に

対応することとなり、現在もその活動は継

続され、健康増進の普及活動に寄与してい

る。さらに平成６年からは府下で行われた

泉州国際市民マラソン大会、第１４回アジア

卓球選手権大阪大会、第２３回世界新体操選

手権大会をはじめとする多くのスポーツ競

技大会での救急医療の協力要請に対して中

心的役割を果たすとともに、大阪在住の多

くの日医認定健康スポーツ医を競技大会に

派遣することによりスポーツ界の現場にお

ける救急医療に貢献している。

外部組織との交流

本委員会の対外交流としては平成１０年、

第２３回世界新体操選手権大会における医事

衛生部会内のドーピングコントロール分科

会へ本委員会委員である岡田氏が参画し、

その運営を担当したことがあげられる。そ

して平成１１年度の健康スポーツ医学再研修

会では、スポーツ界におけるドーピング問

題を啓発するために「ドーピングコントロ

ール」と題した講演を行っておられる。さ

らに第３回東アジア競技大会大阪大会にお

けるメディカル・コントロール分科会にも

本委員会委員が参画し、専門的意見を述べ

て運営に貢献した。

学術的活動

高血圧症、高脂血症、そして糖尿病の治

療における運動療法の有用性、必要性にと

もなって、本委員会は「運動療法処方箋作

成マニュアル」（平成７年１０月発刊）、「運

動負荷試験実習マニュアル」（平成８年８

月発刊）、さらに両マニュアルの内容を改

訂した「OSETシステム（Osaka Medical

Association Step-up Program of Exer-

cise Therapy System）による運動療法処

方ガイドブック」（平成９年８月発刊）を

上梓してきた。これは臨床医が日常診療に

おいて適切な運動療法を指示できるように

したガイドブックであり、健康増進を目的

とした運動療法の推進と啓発活動の一環と

して役立っている。適時改訂が行われ、府

下の日本医師会認定健康スポーツ医、日本

医師会、都道府県医師会、府内各地医師会

および関係団体などに配布されている。こ

れにともない平成８年から「運動療法処方
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講習会」が開催された。その後、「運動負

荷試験講習会」と改名されて、毎年、臨床

医を対象に運動負荷試験の理論解説と実習

が行われ、その普及に努めている。

付記

最後に、筆者は平成２２年から本委員会の一

員となったばかりであり、本委員会の活動を

ご紹介する立場にはありませんが、『大阪医科

大学医師会会報』の特集ということでお引き

受けいたしました。原稿を執筆するにあたり、

健康スポーツ医学委員会に関する資料を事務

局の方から送っていただきました。これらの

中には平成元年から平成２２年度までの大阪府

医師会会務報告が含まれています。この資料

を中心に本委員会の設立の目的と経緯、さら

にこれまでの活動の実態と実績を忠実に述べ

たつもりであります。しかし、資料が膨大と

いうこともあり、不備あるいは誤解をしてい

る点もあろうかと思いますが、ご容赦のほど

お願い申し上げます。
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平成１９年度から臨床検査精度管理委員会

の委員の１人として活動している。臨床検

査精度管理調査は、患者データの信頼性を

担保するのにきわめて重要な事業である。

平成２２年度の血液学検査の精度管理調査結

果をまとめた。

概 説

� 赤血球数、ヘモグロビン、ヘマトクリ

ット、白血球数、血小板数、赤血球指数

参加施設数は、２７３施設と対前年比で３％

減少している。配布試料の安定性は４℃保

存で試料作製後３日間測定した結果、赤血

球数、ヘモグロビン、ヘマトクリットの変

動係数は０．３～０．６％、白血球数、血小板数

で１．９～２．８％であり、参加施設で適切に保

存されていれば調査試料として問題ないと

考えられる。

結果としては、血小板数に関して例年同

様バラツキが大きいものの、他の項目につ

いては良好な結果となった。また、今回の

検査値を桁違い報告された施設があり、結

果報告に対する質の観点から、改善される

ことが望まれる。

� PT、APTT、フィブリノゲン（Fib）

参加施設数は、PT１８７施設（集計対象１８５

施設）、APTT１７５施設（集計対象１７４施設）、

フィブリノゲン１６８施設（集計対象１６７施設）

であった。

結果としては、全体集計の変動係数は

PTでは PT比が例年より小さく、INRが

大きかった。臨床上重要な INRについて

は、トロンボチェック PTが特に大きくば

らついたが、原因として、データの入力ミ

スが考えられた。APTTとフィブリノゲ

ンは例年並みのばらつきであった。

結 果

１．赤血球数

２種類の試料の補正（±３SD１回切断）

後の変動係数はともに２．０％と例年通りで

あり、収束傾向にある。一部のメーカーで

極端値を補正後も除去できなかったことか

ら、報告では大きく計算されているが、メ

ーカー内の変動係数は０．９～２．０％と良好で

あった。

２．ヘモグロビン

全機種の補正後（±３SD１回切断）の

変動係数は、ここ２年、２種類の試料の変

動係数は１．５％、１．４％と収束がみられる結

果となっている。血液学検査項目としては

最も標準化が進んでいることが見てとれる。

３．ヘマトクリット

全機種の補正後（±３SD１回切断）の

変動係数は、２種類の試料の変動係数２．３％、

２．５％で、昨年とほぼ同様の結果となって

いる。しかし、メーカー内の変動係数は１．７

～３．９％と赤血球数、ヘモグロビンと比較

するとややばらつきが大きいように見受け

られる。

大阪府医師会臨床検査精度管理調査用の

試料は新鮮血を用いており、半加工血で懸

●医師会をもっと知ろう●

大阪府医師会における臨床検査精度管理委員会について

大阪府医師会臨床検査精度管理委員会、大阪医科大学臨床検査医学教室 田窪 孝行
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念されるようなマトリクスの影響を考慮せ

ずに成績評価ができることから、同一メー

カー内での方法間差によるばらつきが生じ

ていることに留意が必要である。

４．白血球数

全機種補正後（±３SD１回切断）の変

動係数は、４．９％、７．４％と昨年（３．９％、

２．７％）と比較するとばらつきの大きい結

果となった。

理由としては、一部のメーカーで補正後

も極端値を除去できなかったことにより、

見かけ上大きく計算されていることによる。

今回の測定では６SDを超えた施設が２施

設あり、１施設は両試料とも低値傾向、残

り１施設は報告値の桁違いであった。

５．血小板数

全機種補正後（±３SD１回切断）の変

動係数は、７．０％、８．３％と大きい結果とな

った。他項目と比較して、一層の標準化望

まれる項目である。メーカー内の変動係数

は３．４～７．３％であった。理由としては、一

部のメーカーで補正後も極端値を除去でき

なかったことにより、見かけ上大きく計算

されていることによる。

６．赤血球指数

赤血球指数（MCV、MCH、MCHC）の

全機種補正後（±３SD１回切断）の変動

係数は、１．９～２．５％と例年同様良好な結果

となった。一部のメーカーで補正後も極端

値を除去できなかったものもあったが、メ

ーカー内の変動係数は１．２～３．２％に収まっ

ている。

７．PT

測定機器は測定原理が、光学的方式が

８２．２％、物理的方式が９．７％、その他が８．１％

を占めており、昨年とほぼ同様であった。

測定試薬はトロンボレル S５４．１％を占め、

トロンボチェック PT、トロンボプラスチ

ン・Cプラスといった高 ISI 試薬は大きく

減少した。

全体の補正後（±３SD１回切断）の変

動係数については、例年と比較すると、PT

比はやや小さく、INRは１２％とやや大き

くなっていた。試薬添付の ISI とローカル

SI を比較したところ、試薬添付の ISI は

１２．３％、ローカル SI は９．３％とローカル SI

のほうが小さくなったが、昨年の２．７％に

比べ大きくなった。また、ローカル SI を

採用している施設のほとんどがトロンボレ

ル Sを使用しており、それのみでの集計

では１．６％とばらつきは収束した。

試薬別（１０施設以上）の補正後（±３SD

１回切断）の変動係数については、INR

においてトロンボチェック PTで１４％と昨

年の２．９％より大きくばらついたが、原因

の１つとしてデータの入力ミスが考えられ

た。

８．APTT

測定機器の分布傾向は PTとほぼ同じで

あった。測定試薬はデータファイ・APTT

がやや減少し、トロンボチェックAPTT-

SLA、アクチンFSLが増加した。

全体の補正後（±３SD１回切断）の変

動係数については、８．１％、１１．４％とほぼ

例年と同程度のばらつきであった。

試薬別（１０施設以上）の補正後（±３SD

１回切断）の変動係数については、データ

ファイ・APTT、トロンボチェックAPTT

-SLA、ヒーモスアイエルシンサシルAPTT、

アクチンFSLの４種類で２．５～６．１％とば

らつきは小さかった。

９．Fib

測定機器の分布傾向は PTとほぼ同じで

あった。測定試薬はトロンボチェックFib

（L）、データファイ・フィブリノゲン、ト

ロンボチェックFib が全体の７６％を占めて

いた。

全体の補正後（±３SD１回切断）の変

動係数については、フィブリノゲン濃度が

平 均２５６．９mg/dL の 試 料 が６．３％、平 均

１２４．６mg/dL の試料が９．２％とほぼ例年と

同程度のばらつきであった。
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試薬別（１０施設以上）の補正後（±３SD

１回切断）の変動係数については、平均が

２５０．４～２７９．６mg/dL の試料で１．９～５．３％、

平均が１２１．１～１３６．１mg/dL の試料で３．２～

６．３％とばらつきが小さかった。

まとめ

血小板数を除いた血球数と赤血球指数は

ほぼ良好な精確性が保たれているが、PT、

APTT、Fib ではばらつきがみられ施設間

差が存在している。

これまで大阪府医師会の臨床検査精度管

理事業は、約４０年の歴史があり、都道府県

医師会サーベイとして全国最大の規模とな

り、大阪府下の病院の検体検査の精度向上

に対して大きな貢献を果たしてきた。この

間、検査結果の精確性は著しく向上した。

しかし、解決しなければならない課題は存

在している。今後、検査が標準化されて患

者が日本全国どの病院で検査を受けても同

じ結果が得られるようにすることが求めら

れる。そのため大阪府医師会の臨床検査精

度管理委員会の委員は、検査の標準化に向

けて機器・試薬メーカーと協力して全国レ

ベルで患者の検査結果が共有化できるよう

正確な値が表示できる標準物質の作製に漸

進しなければならない。また多くの医療機

関が参加していただけるように努めなけれ

ばならない。
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平成１６年度よりスタートした医師臨床研

修の必修化は大きい制度変更を伴い、それ

に対応するために大阪府医師会に臨床研修

制度推進委員会が設置された。この委員会

は卒後臨床研修制度について、関係団体の

協力を得ながら円滑に制度を運営すること

を目的としており、在阪５大学の臨床研修

担当責任者、大阪府病院協会・大阪府私立

病院協会と勤務医部会から推薦された者、

その他一般病院や診療所の医師により構成

されており、臨床研修にかかる諸問題を検

討し、制度趣旨に則った研修制度の充実を

図っている。

ここで医師臨床研修制度の変遷をみると、

まず昭和２１年に国民医療法施行令の一部改

正により実地修練制度（いわゆるインター

ン制度）が創設され、大学医学部卒業後、

医師国家試験受験資格を得るための義務と

して、「卒業後１年以上の診療及び公衆に

関する実地修練」を行うこととされた（厚

生労働省臨床研修制度ホームページ参照）。

昭和２３年には現在の医師法が制定され、医

師法の規定に基づきインターンが行われる

ことになった。その後昭和４３年にインター

ン制度は廃止され、それにかわって医師免

許取得後２年以上の臨床研修を行うように

なったが、努力規定であり、具体的な研修

目標が定められることはなかった。その後

厚労省通知「プライマリーケアーを含む臨

床研修の実施について」が出され、ローテ

ート研修を推進する動きはあったものの、

７割以上の研修医は大学病院で研修を行い、

４割は専門診療科のいわゆるストレート研

修を受け、スーパーローテート方式の研修

を受けるものはわずかであった。このよう

な状況に対して、１．地域医療との接点が

少なく、専門の診療科に偏った研修が行わ

れ、「病気を診るが、人は診ない」、２．多

くの研修医について、処遇が不十分で、ア

ルバイトをせざるを得ず、研修に専念でき

ない状況にある、３．出身大学やその関連

病院での研修が中心で、研修内容や研修成

果の評価が十分に行われていないなどの批

判がなされ、平成１１年に厚労省医療関係者

審議会医師臨床研修部会から「臨床研修を

必修化して、その充実を図る」旨の提言が

なされた。この提言を受け、平成１２年に医

師法が改正され、診療に従事しようとする

医師は、２年以上医学を履修する課程を置

く大学に附属する病院または厚生労働大臣

の指定する病院において、臨床研修を受け

なければならない（臨床研修の必修化）と

された。また臨床研修を受けている医師は、

臨床研修に専念し、その資質の向上を図る

ように努めなければならない（専念義務）

とされ、臨床研修を修了した者について、

その申請により、臨床研修を修了した旨を

医籍に登録することになった。

この法改正による臨床研修の基本的目標

は「医師が、適切な指導体制の下で、医師

としての人格をかん養し、プライマリ・ケ

アを中心に幅広く医師として必要な診療能

力を効果的に身に付けることができる」で

あり、この目標を達成するために臨床研修

●医師会をもっと知ろう●

臨床研修制度の流れと大阪府医師会臨床研修制度推進委員会の活動

大阪医科大学医師会理事、大阪医科大学神経精神医学教室 米田 博

37



の内容の検討を進め、４年後の平成１６年度

から新医師臨床研修システムがスタートし

た。具体的な研修システムや研修内容につ

いては臨床研修省令等に決められており、

臨床研修の基本理念として、「医師につい

ては、単に専門分野の負傷又は疾病を治療

するのみでなく、患者の健康と負傷又は疾

病を全人的に診ることが期待され、医師と

患者及びその家族との間での十分なコミュ

ニケーションの下に総合的な診療を行うこ

とが求められていること。また、医療の社

会的重要性及び公共性を考えると、臨床研

修は、医師個人の技術の向上を超えて、社

会にとって必要性の高いものであること。

このため、臨床研修については、医師が、

医師としての人格をかん養し、将来専門と

する分野にかかわらず、医学及び医療の果

たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的

な診療において頻繁に関わる負傷又は疾病

に適切に対応できるよう、プライマリ・ケ

アの基本的な診療能力（態度・技能・知識）

を身に付けることのできるものでなければ

ならないこと」とされている。また研修病

院、研修管理委員会、研修指導医、研修プ

ログラム、評価等について詳細に定められ

ている。このうち研修指導医は研修医５名

に１名配置しなければならず、その資格と

役割については、研修施設の常勤の医師で

あって、研修医に対する指導を行うために

必要な経験および能力を有しているもので

なければならないこと。また「研修医に対

する指導を行うために必要な経験及び能力

を有しているもの」とは、原則として、７

年以上の臨床経験を有する者であって、プ

ライマリ・ケアを中心とした指導を行うこ

とのできる経験および能力を有しているも

のをいうものであること、指導医は、プラ

イマリ・ケアの指導方法等に関する講習会

を受講していること、指導医は、担当する

分野における研修期間中、研修医ごとに臨

床研修の目標の達成状況を把握し、研修医

に対する指導を行い、担当する分野におけ

る研修期間の終了後に、研修医の評価をプ

ログラム責任者に報告すること、等が定め

られている。新研修制度のスタート時には、

十分な臨床研修施設と指導医の確保が急務

であり上記の規定の一部について猶予され

ていたが、平成２１年の研修制度見直しによ

って、指導医は必ずプライマリ・ケアの指

導方法等に関する講習会を受講してなけれ

ばならなくなった。

大阪府医師会では、このような新医師臨

床研修システムに対応するため、臨床研修

制度推進委員会を設置し、喫緊の課題であ

る指導医の確保のために指導医講習会を毎

年１回開催している。ことに新たな研修で

は、地域におけるプライマリ・ケアの研修

が重視されていることから、診療所を含め

た地域医療に携わる医師の講習会参加を推

し進めている。また平成２１年の臨床研修制

度の見直しでは、新医師臨床研修制度が医

療崩壊の一因となっているとの根強い批判

に対して、医師の偏在を是正するため、都

市部の研修医の定員が削減されることにな

った。大阪府も定員削減の対象地区となり

平成２１年以後定員が減少し続けている。し

かしながら、大阪府が十分な医師を確保し

ているといった実感は全くない。このよう

な問題についても委員会では取り上げ協議

を行った。医師数やその配置も含めた医療

制度のあり方については、マクロな視点も

必要ではあるが、地域医療に密着した医師

会からも意見を積極的に発信する必要があ

ると考えられる。
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大阪医科大学医師会から大阪府医師会の

各種部会、委員会に委員として参加してい

ます（別表参照）。それらの部会、委員会

の活動について、概要を報告します。

１．医学会運営委員会（表 医学会―１）

医学会運営委員会は、昭和５２年４月、「大

阪府医師会医学会」の設立をもって発足さ

れました。毎月、定例開催（原則、第３月

曜日）されています。会員の生涯教育の実

施、学術研修にかかる事項について、協議、

検討を行っています。

委員会は、医学会が主催する学術講演会

（循環器、消化器、医学の進歩、感染症、

臨床検査シリーズ）や現地セミナー（施設

見学を含む）、病院実習、および、医学会

総会（医療近代化シンポジウムを含む）の

企画を担当しています。あわせて、委員は、

学術講演会や医学会総会の一般演題（パネ

ル展示）の座長を分担しています。

さらに、医師会員（ただし、大学医師会

所属の会員は対象外です）の学術的研究を

対象に生涯研修の実を挙げるために「医学

研究奨励費」が設けられており、助成研究

の選考も担当しています。

２．医学会雑誌編集委員会（表 医学会―２）

会員の地域医療活動および学術向上に資

することを目的に、大阪府医師会医学会の

機関誌として『大阪医学』が発行されてい

ます。

委員会は、『大阪医学』の刊行にあたり、

会員からの投稿論文の査読を担当していま

す。『大阪医学』の一層の充実と会員寄稿

論文および研究内容の向上を期すために、

掲載論文中の最優秀論文を表彰する「大阪

医学大阪府医師会長賞」が設けられており、

その選考も担当しています。

３．医学会評議員会（表 医学会―３）

評議員会は、医学会総会と同日に開催さ

れ、生涯教育関係事項を含め、医学会の活

動全般に関して評議を行っています。

４．勤務医部会（昭和４８年７月発足）
（表 部会―１）

平成２３年１２月１日現在、大阪府医師会員

数は１７，６２２人で、うち勤務医部会員数は

１０，２３３人（５８．０７％）となっています。勤

務医の一層の組織率向上と医師会活動への

参画を促進しています。

勤務医部会の構成は、委員総会、常任委

員会、ブロック委員会で、委員総会は年１

回、常任委員会は月２回（第２、４木曜日）、

ブロック委員会は随時、開催されています。

部会は、勤務医として医学医術の進展に

寄与するとともに、医療制度の改善に努め、

勤務環境の向上ならびに部会員相互の福祉

増進および親睦を図ることを目的として、

勤務医にかかるさまざまな課題に対処する

●医師会をもっと知ろう●

【資料】 大阪府医師会 部会・委員会の概要
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大阪府医師会委員会および役員一覧
平成２３年１２月１２日現在

医学会／委員会／部会 名 府医理事 長副 役員 担当

医
学
会

１ 医学会運営委員会 米田 博 臼田 寛

２ 医学会雑誌編集委員会 木下 光雄 樋口 和秀

３ 医学会評議員会 西本 泰久 上杉 康夫 村尾 仁 平松 昌子

部

会

１ 勤務医部会 西本 泰久 河野 公一 土居 ゆみ 田中 英高

２ 学校医部会 副 田中 英高

３ 産業医部会

４ 労災部会 清水 宏泰

委

員

会

１ 調査委員会

２ 地域医療計画推進委員会

３ 介護・高齢者福祉委員会

４ 環境保健委員会

５ 医療保険委員会

６ 医業経営委員会

７ 病院委員会

８ 医療情報委員会

９ 救急・災害医療部 副 西本 泰久 森田 大

１０ 医道に関する特別委員会

１１ 医療機関等新増設に関する委
員会

１２ 厚生福利委員会

１３ 広報委員会 田中 英高

１４ 府医ニュース編集委員会

１５ 生涯教育推進委員会 田中 英高 梶本 宜永

１６ 指導委員会

１７ 看護専門学校運営委員会

１８ 共催規程運営委員会

１９ 母体保護法指定医審査委員会 大道 正英

２０ 臨床検査精度管理委員会 田窪 孝行

２１ 細胞診管理委員会

２２ 周産期医療委員会 亀谷 英輝

２３ 周産期医療システム再構築検
討委員会

２４ 交通事故医療委員会

２５ 予防接種問題検討委員会 村田 卓士

２６ 健康スポーツ医学委員会 奥田 龍三

２７ 感染症対策委員会 浮村 聡

２８ 保健医療センター運営委員会

２９ 予防接種センター運営委員会 村田 卓士

３０ 法規検討委員会

３１ 治験審査委員会

３２ 小児の医療的ケア検討委員会

３３ 臨床研修制度推進委員会 米田 博

３４ 男女共同参画検討委員会 平松 昌子

３５ 健康づくり推進委員会

３６ 医療安全推進委員会

３７ 医療問題研究委員会

３８ 女性医師支援ワーキンググル
ープ 三島ブロック

谷本 芳美
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ための研修・研究、医学および医術に関す

る学術講演会の開催、医療制度および勤務

環境の改善ならびに医療機関連携等地域医

療の推進発展に関する研修会の開催などの

活動を推進しています。

第２（三島）ブロックにおいては、ブロ

ック委員数は１３人（うち、当医師会から３

人）で、常任委員は４人となっています。

ブロック委員会は年２～３回開催されてい

ます。さらに研修会も開催されています。

平成２２年度からブロック女性医師支援ワー

キンググループと連携して、女性医師支援

プロジェクトの具体化に向けて取り組んで

います。２３年度はコメディカルを対象とし

た「勤務環境並びに心の健康に関するアン

ケート調査２０１１」が実施されました。ブロ

ック内の医師会との連携を図りながら、勤

務医を取り巻く諸問題の改善、解決に向け

て取り組んでいます。

５．学校医部会（昭和５１年５月発足）
（表 部会―２）

学校医部会は、学校における保健管理体

制への支援、学校安全・学校保健教育の推

進、地域保健・地区医師会との連携強化、

学校保健・学校安全に関する調査・研究、

研修事業の充実、「大阪府医師会指定学校

医制度」の円滑な運営、学校医の身分保障

および委嘱に関する事項の確立、児童虐待

の早期発見・早期対応および防止対策の推

進、感染症による欠席児童調査事業の充実

などの活動を推進しています。

常任委員会は毎月１回（第２木曜日）定

例開催され、広範多岐にわたる学校保健に

関する課題について、協議、検討が行われ

ています。

部会内に、学校保健対策、学校における

感染症サーベイランス、心臓疾患対策、腎

臓疾患対策、耳鼻科対策、精神保健対策、

眼科対策、生活習慣病対策、性感染症対策、

アレルギー対策、就学前児保健の１１の専門

委員会が設置されており、各課題に対して

具体的、実践的な取り組みが進められてい

ます。

学校医が学校での講義、講演を行う際に

活用していただく教育ツールを順次作成し

ています。また、学校における感染症サー

ベイランス事業では、協力定点校９９校、児

童数４８，０４３人の学校欠席者を疾患別、学年

別に毎週把握して、そのデータを定点校関

係者、市町村教育委員会に還元し、あわせ

て「大阪府医ニュース」を通じて大阪感染

症情報とともに会員にデータとコメントを

提供しています。

６．労災部会（昭和６２年４月発足）（表 部会―４）

労災部会では、労災医療に関する調査・

研究、労災医療に関する研修活動、労災診

療報酬改定への対応、（財）労災保険情報

センターの行う事業への対応、地方公務員

災害医療への協力などの事業を推進してい

ます。

役員会は第３金曜日が定例開催日とされ、

委員会は年１回開催されています。

労災医療の質の向上を図るための研修会

が、大阪府医師会産業医部会との共催で、

年３回程度開催されています。

７．救急・災害医療部（表 委員会―９）

救急・災害医療部は、昭和３７年から設置

されていた救急医療委員会が発展し、平成

９年４月に設置されました。

この間、大阪における救急医療体制およ

び災害時医療救護体制の整備、充実につい

て協議、検討を続けています。

救急医療対策の推進、救急医療情報シス

テムの強化・充実、災害医療対策の推進、

救急業務高度化の推進、二次救命処置等研

修の推進などに取り組んでいます。
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喫緊の課題として、消防法改正（平成２１

年１０月３０日施行）に伴う「大阪府版傷病者

の搬送および受入れの実施基準（平成２２年

１２月２８日公表）」の検証および精神科疾患・

身体疾患合併症等の搬送困難事例への対応

策を検討しています。

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震

災に対し、当学を含め大阪府医師会 JMAT

２６チームが被災地で医療救護活動を行いま

した。JMATの組織的活動、派遣体制、

情報収集と発信、コーディネーターの役割

等を検証し、今後に備える必要があります。

救急医療機関災害対応標準マニュアルが

策定され、大阪府医師会のホームページに

掲載されています。この標準マニュアルは、

大災害発生時のみならず大事故による多数

の傷病者への対応が必要な際に、各医療機

関が備えておくべき項目が、各医療機関の

実情にあわせて具体化されるよう整理され

ています。

８．母体保護法指定医審査委員会
（表 委員会―１９）

母体保護法に基づく指定医師の指定につ

いては、都道府県医師会が指定しています

が、指定にあたり審査委員会で申請者の適

否を審査しています。

新規指定医師の指定の審査と研修指導の

ための講習会の開催、指定医師の指定更新

（２年に１度）の審査、母体保護法指定医

研修機関（２年ごとに更新）の審査を担当

しています。

このほか、日本医師会、厚生労働省主催

の「家族計画・母体保護法指導者講習会」

の伝達講習会を開催しています。

９．臨床検査精度管理委員会
（表 委員会―２０）

大阪府医師会臨床検査精度管理調査は、

昭和４８年以来継続して、大阪府内の病院・

診療所、衛生検査所を対象に外部精度管理

調査として、検査精度の向上と臨床検査の

標準化を目的に実施されています。

委員会において、調査項目、実施方法な

どを検討し、委員が分担して集計結果の解

析を行っています。

試料に新鮮血を使用するなど特徴をもっ

た調査で、平成２３年度の調査項目は臨床化

学、尿一般、血液学、血清・免疫化学３８項

目と参考調査４項目となっています。毎年、

約３００施設が調査に参加されています。

調査の結果を受けて調査参加施設等を対

象に臨床検査精度管理検討会（報告会）や

輸血・血液形態学セミナーを開催し、検査

従事者の資質向上および臨床検査の精度向

上に取り組んでいます。

１０．周産期医療委員会（表 委員会―２２）

周産期医療委員会は、平成１６年度に、従

前の新生児医療推進委員会と産科救急推進

委員会が統合され、組織された委員会です。

これに先立ち、新生児医療体制整備事業

（昭和５５年度～）と産科医療救急医療体制

整備事業（昭和６２年度～）を併せて、平成

３年度から周産期緊急医療体制整備事業が

開始されています。その後、母体・胎児が

危険な状態にある妊産婦および低出生体重

児等の重症新生児が適切な医療が受けられ

るよう地域の実状に応じた緊急医療体制の

整備、充実を図るため、平成１３年度から大

阪府における周産期緊急医療体制整備事業

（国制度）となり、委員会では同事業の内

容とその運営について協議、検討を行って

います。

具体的な活動内容は、周産期医療研修会

の開催、新生児の蘇生講習会の開催、周産

期医療に関わる医療資源の実態調査の実施、

情報システムの整備充実、救急搬送体制の

整備等に取り組んでいます。
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１１．予防接種問題検討委員会
（表 委員会―２５）

予防接種法が平成６年に大幅に改正され、

「義務接種」から「努力義務接種、勧奨接

種」に移行され、接種方法も「集団接種」

から「個別接種」に変更されました。

その後の同法の改正を踏まえ、委員会で

は、麻しん・風しんワクチンなどの接種率

の向上と事故防止に取り組んでいます。

予防接種の実施主体は市町村ですが、接

種率の向上を図るうえで利便性も考慮した

広域化の推進、さらに、子宮頸がんワクチ

ン、Hib ワクチン、小児用肺炎球菌ワクチ

ンなど、新たなワクチンの接種体制の確立

について協議、検討しています。

あわせて、新型インフルエンザ対策医療

従事者研修会等の予防接種に関する研修会

を開催しています。

さらに、大阪市からの委託を受け、予防

接種事故の未然防止を図り、接種率の向上

に努めるため安全な接種方法を確立すると

ともに、予防接種の副反応防止のための調

査研究を行う予防接種副反応研究事業を実

施しています。

１２．健康スポーツ医学委員会
（表 委員会―２６）

国民の生活や健康に関するニーズは大き

く変化し、医学・医療の分野においても治

療から予防・健康増進へと目が向けられて

います。さらに、最近の健康への関心の高

まりとともに、フィットネスクラブ等のス

ポーツ施設が盛況となっていますが、スポ

ーツに起因した障害等も多発してきていま

す。このような状況に医師が対応していく

必要性も高まってきています。

運動処方の作成、アドバイスなどの日常

の指導管理、健康教育に加えて、オリンピ

ックをはじめとする競技スポーツ大会では、

医師の存在は不可欠になっています。救急

医療、治療はもちろん、ドーピング、熱中

症、食中毒から栄養、メンタルヘルス、メ

ディカルチェック、リハビリテーションな

ど、活躍の場は多岐にわたっています。

委員会では、健康スポーツ医学講習会、

同再研修会や運動負荷試験講習会の企画・

開催OSETシステムによる運動療法処方

ガイドブックの作成およびその改訂等を担

当しています。

今まで、大阪で開催されました多くのス

ポーツ大会、１例をあげますと平成５年度

から開催されている泉州マラソンおよび平

成２３年度から開催されました大阪マラソン

の医療救護体制の整備に日本医師会認定ス

ポーツ医をはじめとする医師を派遣するな

ど、積極的に取り組んでいます。

なお、日医認定健康スポーツ医制度は平

成３年４月に発足されましたが、大阪では

２，６００余名の認定医数となっています。

１３．予防接種センター運営委員会
（表 委員会―２９）

大阪府医師会予防接種センターは、平成

６年に大阪府医師会館東隣りの大阪府医師

会保健医療センター内に発足されました。

接種要注意者、海外渡航者など、複雑・

高度な要望を有する方々への対応とともに、

定期接種もれの方々への対応など、各種予

防接種を実施しています。予防接種実施日

は毎週火曜日と第３もしくは第４木曜日で、

委員がローテーションで出務しています。

さらに、接種の事前事後など、予防接種

に関する各種相談にも対応するとともに、

府民への情報提供にも努めています。

１４．臨床研修制度推進委員会
（表 委員会―３３）

新しい医学、医療の進歩と社会のニーズ
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に対応するために、学部教育ではカリキュ

ラムの改善、OSCEなどが導入され、卒後

教育では臨床研修が平成１６年度から必修化

されました。

臨床研修制度推進委員会は、この新たな

卒後臨床研修制度の円滑な運営を図ること

を目的に、平成１６年度に設置されました。

委員構成は、在阪５大学の臨床研修責任

者、大阪府病院協会・大阪府私立病院協会

と大阪府医師会勤務医部会から推薦された

者、その他一般病院や診療所の医師となっ

ています。臨床研修にかかる諸問題につい

て、制度の円滑な実施・運用に向けた協力

体制の整備等を検討しています。

臨床研修では、プライマリ・ケア重視の

方針が打ち出され、地域医療研修として診

療所医師による研修医の指導が求められて

います。さらに、平成２１年度からは、指導

医もプライマリ・ケア等の指導方法等に関

する講習会を受講していることが必須とな

っています。

これらを踏まえ、医学生や研修医の教育

に携わる会員が指導医としての研修指導能

力を身につけるために、ワークショップ形

式で参加者中心の臨床研修指導医講習会

「指導医のための教育ワークショップ」を

１泊２日の合宿形式で開催しています。

なお、ワークショップを修了した受講者

には、日本医師会長、大阪府医師会長、お

よび厚生労働省医政局長の連名による修了

証が発行されています。

１５．男女共同参画検討委員会
（表 委員会―３４）

平成２２年度、新たに「大阪府医師会女性

医師支援プロジェクト―Gender Equality

―基本スキーム」が策定され、「子育てと

の両立支援」「キャリアアップの支援」を

基本コンセプトとする、同プロジェクトの

推進に取り組んでいます。

大阪府内全域で女性医師のニーズや意見

を把握し、問題点を探り、解決・支援策を

検討するために、１１ブロック毎に女性医師

支援ワーキンググループが設置され、活動

が展開されています。

委員会では、大阪府内の医療施設に就業

されている女性医師の育児を支援し、離職

防止を図り、再就業を促進することを目的

とする「院内保育所ネットワーク事業」の

拡充に取り組んでいます。同事業は、大阪

府内の医療施設が設置しておられる院内保

育所を、当該医療施設に勤務する女性医師

以外（他の医療施設に勤務されている女性

医師など）も共同利用できるものです。

大阪府内の全病院における院内保育所・

託児施設等の設置状況とその利用条件、病

児保育室の有無などを把握し、医師、特に

女性医師の就業環境の改善に資することを

目的として継続的に実施されている「大阪

府医師会 院内保育所・託児施設の現況等

に関するアンケート調査」の結果の分析を

進めています。

さらに、日本医師会の呼び掛けによる「女

子医学生、研修医をサポートするための会」

が大学と共催（平成２３年２月に開催された

同会は、当学も共催）で開催されています。

このほか、２３年６月には「女性医師支援

を考えるシンポジウム」が開催されました。

「男女共同参画シンポジウム～イクメン（育

Men）医師が働いていくために（仮称）」

の２４年３月開催に向けて準備を進めていま

す。

１６．第２（三島）ブロック 女性医師
支援ワーキンググループ
（表 委員会―３８）

前出の「女性医師支援プロジェクト―

Gender Equality―基本スキーム」を検討

するため、大阪府内１１のブロックにおいて、

女性医師支援ワーキンググループが設置さ
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れています。郡市区医師会、大阪府医師会

勤務医部会、病院団体、在阪５大学から推

薦されたメンバーで構成されています。

当学からも参加しています第２（三島）

ブロックのワーキンググループは、これま

で３回開催されています。平成２３年７～８

月に実施した「育児中の女性医師に対する

アンケート調査」の集計結果を分析し、こ

れらを含め女性医師の就業支援等の具体的

な実効ある方策を検討しています。

さらに、院内保育、病児保育をテーマと

する「女性医師支援シンポジウム」の開催

を平成２４年２月に実施いたしました。
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全国大学医師会連絡協議会のご案内

全国大学医師会連絡協議会会長、名古屋市立大学病院長 山田 和雄

この度、全国大学医師会連絡協議会の会

長を務めさせていただく名古屋市立大学の

山田和雄と申します。どうぞよろしくお願

いいたします。

さて大学病院に勤務する医師の相互援助

組織として大学医師会が全国８０大学のうち

６１大学に存在します。この大学医師会は形

のうえでは日本医師会の下部組織に所属し

ますが、考え方や運動方針を日本医師会か

ら規制されることはありません。大学病院

に勤務する医師が自分たちの周りの問題点

を改善するため、自由に活動できる組織で

す。日本医師会が開業医の皆様を中心に組

織されているなかで、大学勤務医が構成員

である大学医師会は異色の存在となってい

ます。

この各大学医師会の連合組織が５年前に

設立された「全国大学医師会連絡協議会」

です。事務局は東京医科歯科大学にあり、

初代会長は慈恵医科大学の寺島芳輝先生、

第２代会長は東京医科歯科大学の水澤英洋

先生が務めました。発足当初、大学病院の

医師が疲弊し大学病院自体が医療崩壊の危

機に瀕していることを訴えてきました。さ

らにここに来て、医学部定員が１．２～１．３倍

に増員されているのに教員の増員が無いこ

とから、大学病院勤務医の負担がさらに増

加し、「医学部崩壊」の危機が迫っている

ことを訴えています（２０１０年２月１０日読売

新聞）。

全国の大学医学部と附属病院の公的な連

合組織としては全国大学医学部長病院長会

議があり、多くの提言が行われています。

これと比べ、全国大学医師会連絡協議会は

大学病院の現場で必死に働く中堅・若手医

師の生の声を届ける場として機能していま

す。大学勤務医の診療、教育、研究の実態

調査、医師会を介した福利厚生の紹介、大

学医師会の今後の方向性などを協議し、提

言をしてまいりたいと考えております。今

回、私が第３代会長としてこの会をお世話

することになりました。ぜひ、皆様の生の

声を私までお届けください。

（全国大学医師会連絡協議会ホームページ

より抜粋）

●医師会をもっと知ろう●

全国大学医師会連絡協議会について
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全国大学医師会連絡協議会いよいよ発足！

東京都大学医師会連絡協議会事務局、東京医科歯科大学医師会長 水澤 英洋

平成１８年８月５日、東京都医師会館にお

いて全国大学医師会連絡協議会が発足した。

東京都には１３の医科大学あるいは大学医学

部があり、そのうち１２施設に大学医師会が

存在し東京都大学医師会連絡協議会を組織

して意見交換などを行っている。近年、大

学医学部や大学病院が多くの共通する問題

を抱えていることが明らかとなり、すべて

の大学医師会が力を合わせてこれらの問題

に対処していくべきであるとの機運が高ま

り全国に呼びかけたのが始まりである。こ

の呼びかけに応じて全国８１医科大学／医学

部の６０大学医師会から５０医師会、医師会の

ない２１施設からは１１施設を加えて大多数の

医科大学／医学部からのご参加をいただい

た。

当日は、唐澤祥人日本医師会長、鈴木聰

男東京都医師会長をはじめとするご来賓６

名を迎え、全国から大学医師会長ならびに

施設代表の方 ４々６名が出席し、運営方針、

規約、事業計画などを決定し、日本医師会

の地区ブロックに対応する地区毎と東京都

で幹事を選出し、互選にて会長と事務局を

決定した。なお、メンバーの少ない地域は

当面統合して運営される。具体的には、会

長：寺島芳輝（慈恵医師会長）、事務局：

水澤英洋（東京医科歯科大学医師会長）、

幹事：北海道・東北地区：本郷道夫（東北

大学医師会長）、関東甲信越地区；五十嵐

徹也（筑波大学医師会長）、中部（東海・

北陸）・近畿；上田龍三（名古屋市立大学

医師会長）、中国・四国・九州・沖縄；香

川征（徳島大学医師会長）という構成であ

る。当面の活動として、大学医師の活動状

況とくに勤務・経済環境を明らかにし広く

日本医師会会員や国民に周知してその改

善・向上を目指すこととしている。

近年、大学病院における診療を取り巻く

状況は、医療事故の多発、新卒後臨床研修

制度の導入、旧国立大学の独立行政法人化

など大きく変化している。その中で大学病

院の医師は診療面では難治性疾患などに対

する高度かつ先進的・専門的医療や若手医

師の臨床研修などを担い、加えて医学部学

生の卒前教育に欠くことのできない存在で

あり、近年は高学年の臨床実習のみならず

入学初期からの医学教育にもその関わりが

増加しつつある。さらに、高度先進医療と

は切り離すことのできない研究も重要で、

疾病の原因同定、発症機序の解明、診断法

や治療法の開発を担っている。とくに治療

法の開発では臨床試験や治験の重要性も一

段と増している。このように、大学病院に

は他の医療機関では替わることのできない

大きな責務がありそれは着実に増加しつつ

ある。

大学病院の医師の給与は安く診療所や一

般病院に勤務の皆さんと比べ最低の水準で

あるが、それでもかつては自らの好きな研

究をする自由と時間がもっと存在した。そ

して、米国の１／５～１／１０というきわめ

て少ない教員で必死の努力を続け、世界の

トップレベルの診療や研究をしてきたとい

える。今はどうであろうか？ 医療・医学

教育のレベルやサービスの向上に比べてほ

とんど人員が増えないため１人ひとりの仕

事が増え続け、若手～中堅医師にはもはや

大学病院に留まるメリットはないと大学に

見切りをつける動きが加速している。この
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まま放置すれば大学における医学と医療の

荒廃が進み、必ずや近い将来に日本の医療

全体が壊滅的なレベルの低下を招くことに

なろうと危惧される。すべての医師を養成

する大学医学部と大学病院が潰れてしまう

ということは、診療所あるいは病院といっ

た診療形態にかかわらずすべての医師と医

療機関にとって影響は甚大である。この大

学医学部と大学病院の現状については、ほ

とんどの国民はもちろん多くの大学病院以

外の医師ですらご存じないと思われる。こ

のような、危機を目の前にして、今こそ大

学の医学・医療を立て直し、あるべき姿に

向かって大学医学部と大学病院の医師であ

るわれわれ自身が動き出す必要があると思

われる。

大学医学部や大学病院を代表する組織と

しては全国医学部長病院長会議等があるが

公的な性格が強く、そこで働く医師の代表

というにはかなり遠いというのが現実と思

われる。すなわち診療所は日本医師会が、

また一般病院は日本病院会など各種病院団

体がその立場を代表して活動してきたが、

大学病院あるいは大学医師の立場を十分に

代表する組織は少なかったといえる。この

全国大学医師会連絡協議会は、全く自発的

な組織でありより自由かつ柔軟に活動でき

る。したがって、全国医学部長病院長会議

等とはまさに車の両輪として相補う関係に

ある。

日本医師会の勤務医部会は勤務医全体の

問題を扱う中、全国大学医師会連絡協議会

は前述のような大学病院のもつユニークな

特徴に基づいてそこに特化した活動をする

ことによって勤務医部会全体の発展にも貢

献できるものと期待している。日本医師会

が日本のすべての医師を代表する組織とし

て真に発展するためには、この全国大学医

師会連絡協議会の活動と発展が必須と思わ

れる。われわれの活動により、多くの診療

所あるいは一般病院の医師の方々はもちろ

ん広く国民に、大学医学部と大学病院の現

状ならびにそこで働く医師の献身的な活動

を詳しく知っていただくことが初めてでき

るものと期待している。そして国民に正し

く理解し支持してもらい、世界をリードす

る医学研究、効率的な医学教育そして安心

できかつ高度な医療を実現したい。

ご意見や情報があったらぜひ事務局まで

ご一報いただきたい。

東京医科歯科大学医師会内、

〒１１３―８５１９ 東京都文京区湯島１―５―４５

東京医科歯科大学医師会

電話：０３―５８０３―４７４５

FAX：０３―５８０３―２２３１

メールアドレス：ishikai.srg１＠tmd.ac.jp

（平成１８年１１月２０日、日医ニュース、第

１０８５号８頁勤務医のページに掲載）

全国大学医師会連絡協議会

http://www.daigaku-ishikai.org/

（全国大学医師会連絡協議会ホームページより抜粋）
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追
悼

元 大阪医科大学
医師会会長 関 一郎 先生 平成２３年６月１４日ご逝去

享年８７歳

■医師会での業績について
関一郎元大阪医科大学医師会会長のご逝去に際し、大阪医科大学医師会を代表して心より哀悼の

意を表します。

私が関先生に初めてお会いしたのは医大３年生の夏休み、関先生が中心となって実施された岐阜

県郡上郡和良村での循環器疾患の予防介入調査（検診事業）に参加させていただいたときでした。

当時はまだ検診機材もそれほど十分ではなく、会場の片隅で夜遅くまで血清分離やコレステロール

の測定に没頭したことが忘れられません。数百名の村民の方々が朝早くから列をなして参加された

様子がとても心に残り、その後予防医学の道に進む大きなきっかけになったのも関先生をはじめ参

加された多くの先生の導きのおかげと感謝しております。

関先生は１９７４年から１９９０年までの長きにわたり大阪医科大学医師会長を務められ、医大医師会の

礎を築かれました。関会長の就任と同じ年に大阪府医師会長に中村安次郎先生が本学出身として初

めて選出され、医師会史におけるターニングポイントになりました。当時はまだ勤務医の活動もそ

れほど活発でなく、関先生が府勤務医会発足とともに委員長になられ、その発展にも大きく寄与さ

れたと伺っております。今や大阪医科大学医師会も５００名近い会員数になり、北摂地域の３市医師

会（高槻、茨木、摂津）や勤務医会とともに医学会（これは関先生が進められた北摂医師会症例検

討会を植木前会長が医学会として組織された）の構築など多くの場で連携が進んでいます。

関先生、今後とも本学医師会のさらなる発展を見守りください。

先生のご冥福を心よりお祈り申し上げます。 大阪医科大学医師会会長 河野公一

■内科学教室での業績について
関一郎先生は、昭和２４年大阪高等医専

を卒業後、原 亨先生の内科学教室（そ

の後第１内科）に入局。当時原先生は、

低酸素血症における各臓器の代謝応答を

テーマに多くの業績を発表、その中で関

先生は冠循環、心筋代謝といった循環器

の分野で活躍された。昭和３３年に講師に

昇格、昭和３６年ベルリン自由大学内科（主

任教授Freiherr von Kress）に留学された。

帰国後、原教授が昭和４５年に退官後は循環器グループを率いてご活躍、冠静脈洞カテーテルを用

いた心筋代謝の研究では、輝かしい業績を残され多くの後輩の学位の指導をされた。また、特筆す

べきは長年にわたり岐阜県和良村や隠岐島での住民検診を主導、特に和良村検診では昭和６２年岐阜

県公衆衛生協議会賞を受賞（写真）、平成１１年和良村は本邦の男性最長寿の市町村と認定された。

高槻市学童心臓検診にも長年従事され、昭和６０年に教育委員会賞を受賞された。

循環器のみならず多くの診療科をもつ第１内科において、故茂在敏司教授（昭和６３年逝去）を支

え、昭和６１年８月から平成元年４月大澤仲昭教授就任までの約２年半の間は、代行として医局をま

とめられた。平成３年助教授を定年退職。教育者として貫かれた妥協のない姿勢で、数多くの後進

を育てられた。関先生のご冥福を心よりお祈りします。 大阪医科大学循環器内科 星賀正明
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１．はじめに

ある日突然、キーンという耳鳴が出現し

た経験は、皆さんどなたにもあると思いま

す。ほとんどが数秒から１０秒、長くても１

分以内に消えてしまいます。しかしまれに

長く続くことがあり、その場合耳鼻咽喉科

での検査と治療が必要になります。今日は

代表的な突発性難聴とメニエール病につい

てお話します。

２．突発性難聴

厚生労働省の研究班では、「原因不明の、

突然発症する高度な難聴」と定義されてい

ます。難聴は感音難聴で、病変部位は内耳

と考えられています。発症頻度は人口１０万

人あたり年間２０名程度、好発年齢は３０～６０

歳代、特に５０歳代が多く、男女差や左右差

はありません。両側発症はきわめてまれで、

再発率も１％以下とされています。原因に

ついてはさまざまな学説、たとえばウイル

ス感染説や循環障害説が提唱されています

が、真の原因はいまだ不明です。これは、

内耳内の構造物はきわめて小さいので血液

検査や画像検査での病態検出が難しいこと、

また容易に生検ができないことなどにより

ます。

難聴に加え、耳鳴（９０％以上）、めまい

（５０％）をしばしば合併します。治療は発

症早期に行う必要があり、私たちの検討で

は発症３週間以上経過した患者さんでは治

療効果はありませんでした。したがって、

早期診断早期治療が必要な、耳の救急疾患

ということができます。治療ですが、最も

頻用されるのは抗炎症効果を期待して投与

される副腎皮質ステロイドです。私たちは

プレドニゾロンの点滴を体重当たり１～２

mgで開始、約１週間かけて漸減するスケ

ジュールを用いています。他にプロスタグ

ランジン製剤やATPなどの循環改善薬、

ビタミン剤、高圧酸素療法、星状神経節ブ

ロックなどが行われることがありますが、

あくまで副腎皮質ステロイド投与との併用

であり、単独で用いられることはほとんど

ありません。予後ですが、めまいは発症１

週間でほぼ軽快しますが、聴力は治癒また

は著明回復が４０％、回復が３０％、不変が３０％

で、難聴や耳鳴が残る場合が少なくありま

せん。また難聴は発症１～２ヵ月で固定し

ます。最初の難聴が高度、高齢者、めまい

の合併例は一般に予後が不良とされます。

３．メニエール病

突発性難聴と同じく内耳性疾患で、発症

頻度は人口１０万人あたり年間２５名程度、好

発年齢は３０～６０歳代とこれも突発性難聴と

ほぼ同じです。女性患者の割合が６割とや

や女性に多く、多くは一側性ですが２０～

３０％の症例で両側性に移行するといわれて

います。原因はいまだ不明ですが、病態は

１９３８年の山川、Hallpike らの報告以来、内

リンパ水腫であることが広く認知されてい

かなり役立つ生涯学習

突発性難聴とメニエール病

耳鼻咽喉科学教室 萩森伸一
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ます（付図参照）。

症状には難聴・耳鳴などの蝸牛症状とめ

まい・ふらつきという前庭症状があります。

蝸牛症状は耳閉感や耳鳴から始まり、低音

を中心とする感音難聴がみられ、前庭症状

は回転性めまい発作（２０分～半日）であり、

両者とも何度も反復する特徴があります。

一般に内リンパ水腫の形成によって蝸牛症

状が生じ、水腫が破綻する際にめまい発作

が生ずると考えられていますが、めまい発

作を伴わず蝸牛症状のみ反復する例、逆に

蝸牛症状はなくめまい発作のみ反復する例

の存在も知られており、それぞれ蝸牛型メ

ニエール病、前庭型メニエール病と呼ばれ

ています。治療はめまい発作期には安静・

鎮静を目的に、抗めまい薬や抗不安薬、制

吐剤の投与が行われます。他方、めまいが

ない状態では内リンパ水腫の改善目的で浸

透圧利尿剤（イソソルビド）の内服が行わ

れますが、突発性難聴のように副腎皮質ス

テロイドが積極的に用いられることはあり

ません。症状がない時期には、有酸素運動

や水分摂取（抗利尿ホルモンが内リンパ水

腫形成に関与しているため）、減塩食など

の生活指導が中心となります。また保存的

治療でのコントロールが困難な場合には、

アミノグリコシド系抗菌薬の鼓室内注入に

よる化学的内耳破壊や、前庭神経切断術、

内リンパ嚢開放術などの外科手術を行いま

す。予後は初期には聴力改善が期待できま

すが、反復・進行すると不可逆となり、前

述のように２０～３０％が両側性に移行してい

きます。

４．突発性難聴かメニエール病か

以上お話いたしましたように、突発性難

聴とメニエール病はともに内耳性で、どち

らも感音難聴とめまいを生ずることから、

鑑別に苦慮することがあります。発症回数

が突発性難聴は１回きりですが、メニエー

ル病は何度も反復するので鑑別は可能です

が、問題は初回発作の時です。この場合、

両者のどちらであるか判断がなかなか困難

です。治療法は突発性難聴は副腎皮質ステ

ロイド、しかも早く治療を開始したい。他

方、メニエール病は抗めまい薬や浸透圧利

尿薬が治療の中心となり、突発性難聴と大

付図
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きく異なります。そこで私たちは、両者の

鑑別がしづらい場合には、グリセロールテ

ストという検査を行っています。これはグ

リセリンと生理食塩水を混ぜた液体を患者

さんに内服してもらい、その前後での聴力

変動を観察するというものです。グリセリ

ン＋生理食塩水は浸透圧利尿を強くかけま

す。この検査で聴力が改善すれば、内リン

パ水腫の存在が示唆されますので、メニエ

ール病と診断できます。一方、聴力改善が

得られない場合には、突発性難聴として治

療を開始します。ただしこの検査ではメニ

エール病患者の５０％しか陽性に出ません。

したがって陰性であるからといってもメニ

エール病が完全に否定されたわけではなく、

突発性難聴の治療を行いつつも常にメニエ

ール病の存在を念頭に置いておかなければ

なりません。

急性発症の難聴とめまいには、他にも外

リンパ瘻やムンプス難聴、聴神経腫瘍など

さまざまな疾患、病態があります。専門的

な診察・検査が必要なうえに、突発性難聴

のように耳の救急疾患として取り扱うべき

ものもあります。急性発症の難聴・めまい

で受診された患者さんには、速やかに耳鼻

咽喉科受診を指示していただきますようお

願いします。
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私は平成１３年に本学を卒業し、耳鼻咽喉

科学教室に入局しました。最初は当直の折、

中枢性めまいを見逃したら大変なことにな

るという思いから、めまい患者が搬送され

てくることを最も恐れていました。

そんな私が、平成１６年夏からめまい外来

の一員として診療にあたるようにとの指示

を受け、かれこれ７年以上めまい外来を担

当させていただいております。さらに、「急

性めまいとして耳鼻咽喉科を受診した、中

枢性めまい１７症例の検討」という論文を日

本めまい平衡医学会刊行の“Equilibrium

Research”誌に掲載していただき（Equilib-

rium Res ６９：１９８―２０６；２０１０）、平成２２年

学会賞「最優秀研究論文（臨床系）」を受

賞、平成２３年１１月に開催された総会で表彰

を受けました。これはご指導いただいた諸

先生方のお力によるところが大きいのです

が、中枢性めまいを嫌がっていた人間が、

世の中わからないものです。

ここでは、最初は怖かっためまい診療（今

も常に恐怖感は残しておりますが）をある

意味楽しんで行うようになった私の、めま

いの鑑別方法を紹介させていただきたいと

思います。耳鼻咽喉科以外でもめまい診療

に携わることのある先生も多いかと思いま

すので、そういった場合にも何かの役に立

てばと存じます。

めまい患者は必ずしも疾患に応じた科を

受診するとは限らず、プライマリーケアに

おいてまず鑑別診断を行うことが必要です。

当科めまい外来での主な疾患内分けは耳性

めまいが５４％、中枢性めまいが８％、はっ

きりした所見の無いいわゆる「めまい症」

が３６％です。耳性めまいが半数を越えると

いうのはある神経内科医が取られた統計で

も一致しています。そして、耳性めまいの

大半を良性発作性頭位めまい症、メニエー

ル病、前庭神経炎の順に３疾患が占めてい

ます。「めまい症」患者は自覚症状に見合

う異常所見がないために、いろいろな科を

受診しますがケアされず、結果としてめま

い難民とでも呼ぶべき方々がいらっしゃい

ます。しかし最初に耳性めまいがあり、そ

の後めまい感が遷延しているのではという

症例を多く経験し、前庭機能のリハビリテ

ーションを指導することで症状が改善して

いきます。

これで大半に対応できますので、最後に

中枢性めまいの鑑別です。論文でも述べて

いますが、明らかな中枢性神経症状があれ

ば中枢性めまいの診断は容易です。しかし、

病変が小脳や脳幹のごく限られた領域に留

まる場合、最初は耳性めまいと区別がつき

にくいことがあります。平衡機能反射系に

異常が起こると、体平衡、眼振、自律神経

系に所見が現れてきます。この３つは耳性

めまいの多くではそれぞれの程度が相関し

会
員
の
広
場

耳鼻咽喉科医によるめまい疾患の鑑別

耳鼻咽喉科学教室 乾 崇樹
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ます。例えばメニエール病の発作で救急搬

送される患者は、ストレッチャー上で嘔吐

していて、眼を開ければ強い眼振を認める

わけです。ところが中枢性めまいではこの

相関関係が乖離します。ですから、冷汗が

あり座っていられない患者に眼振を認めな

かったりします。それでも頑張って歩かせ

てみると、明らかな下肢の失調で一歩踏み

出すことすらできない。それでMRI を撮

ると中枢性めまいであるという症例が多数

ありました。そして経過中に当初認めなか

った中枢神経症状が遅れて出現することも

あります。経過を追うにあたり、「耳性め

まいとして非典型的であること」に気づく

ことが重要だと考えています。

以上のように、めまい診療ではまず中枢

性疾患の除外、そして耳性めまいなら何か

を考えています。したがって、耳性めまい

の特徴に精通することが、中枢性めまいの

除外を含めためまい疾患の鑑別に大きく寄

与します。めまい診療における耳鼻咽喉科

医の役割の大きさを痛感します。

平成２３年度より、日本めまい平衡医学会

認定による「めまい相談医制度」が発足し、

私も含め全国で２８４名が認定を受けました。

その名に恥じぬよう、これからもめまい診

療に勤しみたいと思っております。本稿が

めまい診療にあたる先生方の一助になれば

幸いです。
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わが国は少子高齢化のため、近年の労働

力人口は減少傾向にあります。そのため女

性の社会参加が多方面から望まれています。

医師の分野においては、医師不足がある一

方で、最近の医師国家試験の合格者のうち

３０％は女性が占めるようになり、女性医師

の活躍が広く社会から求められるようにな

ってきました。大阪府医師会では女性医師

の活躍のために、女性医師のニーズや意見

を把握し、問題点を探り、解決・支援策を

検討することを目的とした、大阪府医師会

ブロック別の地域女性医師支援ワーキング

グループを昨年より編成しました。大阪医

科大学が所属する第２（三島）ブロックは

後藤研三先生を委員長とした９名の委員か

ら構成され、私はそのうちの１人として参

加させていただいています。協議内容は、

早急に取り組む問題として保育に関する事

を挙げ、第２ブロック内で病院を対象とし

た実態を知るためのアンケート調査や、保

育所やファミリーサポートセンターといっ

た地域資源の活用を図るための情報収集な

どを行っています。また、今後は女性医師

の仕事と子育ての両立支援や職場意識啓発

をテーマとしたシンポジウムの開催を予定

しています。

このような取り組みに参加し出した頃、

私は、大阪府医師会、大阪医科大学、関西

医科大学が主催する女子医学生・研修医等

をサポートする会において講演する機会を

得ました。講演に備え、女性医師の実態を

把握するために、同級生である大阪医科大

学５０期生（平成１３年卒）についての現況調

査を友人の協力を得て行いました。結果は

卒業生１０１人のうち女性は４２人で４１．６％を

占めていました。女性医師４２人のうち１９人

（４５％）が現在子どもを有していましたが、

子どもがいる女性医師のうち常勤で働いて

いる者は５名（２６．３％）しかおらず、一方

で、子どものいない女性医師２３人のうち２１

人（９１．３％）は常勤で働いていました。子

どもがいるというライフスタイルは勤務状

況とここまで有意に関連するということに

私は大変驚きました。日本医師会男女共同

参画委員会の「女性医師勤続続行に関する

因子」にも、１、産時休暇の取得不徹底

２、育児休業の取得困難 ３、保育・託児

施設の整備不十分と利用困難 ４、病児保

育室の整備不十分 ５、柔軟な勤務制度の

不備 ６、上司・同僚の無理解 ７、家族

の理解と援助 と子どもがいると勤務しづ

らい状況が示されています。

女性医師にとって働きやすい職場は、当

然ながら男性医師にとっても働きやすい環

境であるはずです。そのため女性医師支援

を目的とした取り組みが、最終的にすべて

の医師にとって働きやすい職場環境の構築

につながると信じ、今後も女性医師支援活

動に励む所存です。

会
員
の
広
場

女性医師支援について

衛生学・公衆衛生学教室 谷本芳美
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Department of Hygiene and Public Health Keiichi Fujimoto

I fortunately had the opportunity to

take part in the Summer Session ２０１１

at the finest university in the world,

Harvard School of Public Health in Bos-

ton. The Summer Session provides the

same academically rigorous courses of-

fered to degree candidates during the

regular academic year, only shortened

from eight weeks to three weeks and

meeting daily. The courses are very

fast-paced, intense, and require the full

participation of the student. These

courses are taught by the same Har-

vard faculty as the regular academic

year.

The Summer Session offers courses

for academic credits in the following ar-

eas : Biostatistics, Epidemiology, Envi-

ronmental Health, Ethics, Global Health

and Population, Health Policy and Man-

agement, Infectious Disease, Nutrition,

Society, Human Development & Health.

All students who are eligible in the

Summer Session can choose favorable

classes（required or elective）from these

areas.

The courses are offered in an inten-

sive seven weeks beginning in early

July that cover both the Summer １

and Summer ２ sessions. During the

Summer Session ２０１１, over ５００ stu-

dents from across the U.S., Asia, Can-

ada Europe, and Latin America at-

tended the school. More than ６０ per-

cent of those students were physicians ;

others included mid-level managers,

lawyers, other health professionals, and

graduate students. Before and after

completion of the summer program,

qualified students may apply to a de-

gree program at Harvard School of

Public Health. Students who are ac-

cepted can apply their summer credits

to a Master of Public Health（MPH）de-

gree.

Summer Session ２０１１ at Harvard School of Public Health海外留学レポート
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The MPH degree is the most widely

recognized professional credential for

leadership in public health. The Har-

vard School of Public Health MPH pro-

gram is designed for public health lead-

ers, who aspire to high-level roles in

state, federal, international health or the

private sector. Students come from all

parts of the world and often have rele-

vant experience. Harvard School of

Public Health also offers a summer-only

option for the MPH degree program.

Students in the summer-only MPH

program are limited to taking courses

during the summer semester or the

winter session at Harvard School of

Public Health. Students in this degree

program can take up to １５ credits in

each summer and also need to com-

plete the ４２．５ credits needed for

graduation during three consecutive

summers.

In sum, it will take typically three

years for this degree program comple-

tion. However, not during the whole

academic year, it will be one beneficial

option for those who pursue a MPH

degree effectively and efficiently in

summer-only periods.
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東日本大震災の被災者の皆様には、心よ

りお見舞い申し上げます。被災地の１日も

早い復興をお祈りいたします。

平成２２年８月２５日現在 携帯電話の同報

機能を使用して緊急地震速報を配信してい

るのは、NTTドコモ（平成１９年１２月より）、

au（平成２０年３月より）、ソフトバンク（平

成２２年８月より）の３社です。その送信方

法は特別なものです。

緊急地震速報は、携帯電話の通常メール

とは異なりブロードキャスト（Broadcast）

を利用した通信方式が採用されています。

ドコモとソフトバンクモバイルではW―

CDMA（Wideband Code Division Multi-

ple Access）規格上でのCBS（Cell Broad-

cast Service）を、au では CDMA２０００規

格上での「ブロードキャスト SMS」を利

用しています。これらの方式が採用された

理由は、通常メール方式では緊急地震速報

の配信に重大な支障をきたすためです。

メールの通常受信方式では基地局→端末

方向と端末→基地局方向の双方向の通信が

行われて端末にメールがダウンロードされ

ます。手順を記載いたしますと

１．基地局→端末

メールが来たことを通知

２．端末→基地局→交換機

通信路の確保

３．端末→基地局→交換機→サーバ

サーバへの接続

４．サーバ→交換機→基地局→端末

メッセージのダウンロード

です。ここで手順の２と３に端末→基地局

方向の通信が存在します。膨大な数の端末

への配信を要する緊急地震速報でメールの

通常受信方式を行うと手順２と３で基地局

やサーバに一度に多数の通信が集中し、輻

湊が生じ配信できなくなります。この輻湊

を回避するために緊急地震速報ではブロー

ドキャストを利用した特別な配信がなされ

ています。

CBS
W―CDMA 上の CBS（Cell Broadcast

Service）ですが、「Cell」とは１つの基地

局アンテナがカバーする範囲でBroadcast

は「広くばら撒く」を意味します。１つの

アンテナから発射された電波が届く範囲に

同一の情報を一斉配信するような要求に対

して、専用のシステムが開発されています。

W―CDMAには既存のブロードキャストチ

ャネル（Broadcast Channel : BCCH）が

あったのですが、基地局→端末方向でシス

テム情報を配信するために使われていたた

め、既存のネットワークに変更を与えない

ようにするため、またなるべく余計な情報

を乗せたくないためということもあり、基

地局→端末方向の配信専用に共通トラフィ

ックチャネル（Common Traffic Channel :

CTCH）が別に追加されCBSが運用され

るようになりました。携帯電話では待ち受

１９

緊急地震速報 その２
―携帯電話での緊急地震速報の通信方法―

放射線医学教室／本誌編集委員 上杉康夫
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け中の端末というのは原則としてページン

グチャネル（Paging Channel : PCH）しか

見ていません。PCHは、端末に対して呼

び出しがあったかどうかを知らせるチャネ

ル（Channel）で、特定の端末に対して「呼

び出しがあるぞ、ちょっと起きろ」と指示

するようなチャネルです。ただこれにもう

１つ用途があって、「BCCHの内容が変わ

ったぞ、ちょっと読み直せ」と指示するよ

うなページングもあります。それであれば、

このページングを使えばBCCHの中身を

読ませることはできます。緊急地震速報が

報知されますと、端末が一定の時間間隔で

監視している PCHに対して「BCCH情報

の変更」を基地局は流します。また一方で

BCCHには「CTCHの読取命令」を基地

局は流します。その一方で基地局は緊急地

震速報の内容をメッセージとしてCTCH

に流します。こうすることによって、端末

は自身の監視によりBCCH情報が変わっ

たこと感知しますと、変更された先の

BCCHを見に行き、その中にあるCTCH

の読取命令を感知し、CTCHを見に行き、

さらにCTCH上の緊急地震速報のメッセ

ージを感知して、使用者に緊急地震速報を

報知します（図１）１）。

CDMA２０００上でのブロードキャスト
SMS
CDMA２０００では、端末が普段から見て

いるページングチャネルの中に、ブロード

キャストページング（あるいはブロードキ

ャストメッセージ）という領域があり、こ

こに直接 SMS（Short Message Service）

の内容を載せる仕様となっています。普段

はこのブロードキャストページング用領域

はOFFにしてあって、いざONにすると

いうときにページングを使って「拡張シス

テムパラメータ」を端末に通知します。こ

の拡張システムパラメータ内に、ブロード

キャスト用領域の情報が書いてあり、端末

は、このブロードキャスト用領域がページ

ングチャネルの中に設定されている場合、

これを待ち受け中に他のページングチャネ

ルと同じように定期的に見に行きます。そ

こに何か信号があったら、それは「その電

波を受信している全員向けのブロードキャ

ストページング」であり、その中にもし「緊

急地震速報」と書いてあったらアラームを

鳴らす、というのがCDMA２０００の緊急地

震速報です（図２）。

両者での緊急地震速の配信時間の差につ

いては明らかにされていませんが、上記の

システム上の違いからブロードキャスト

図１ W―CDMA上の CBS
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SMSのほうがCBSより配信が早いとされ

ています２），３），４）。

また新たな携帯電話の通信規格である

Long Term Evolution（LTE）では、地

震津波警報システム（Earthquake and

Tsunami Warning System : ETWS）が設

けられました。ETWSは日本の携帯電話

事業者（ドコモ、KDDI、ソフトバンクな

ど）が中心となったグループにより開発さ

れたシステムです。世界的に地震速報への

要求が高まってきたことのほか、広域に渡

って非常に高度な観測網を配備し、なおか

つ秒単位で速報を全国に配信している実績

は日本以外にはなく、このためETWSが

国際標準とされました５）。

ETWSではさらに「高速の第一報」「詳

細情報を乗せられる第二報」という段階警

報アプローチも採用しています。基本的に

は「ページング」→「ブロードキャストチ

ャネル読み込み」という形なのですが、し

かし、新たに「ページング」内に「ETWS

情報あり」というビットが追加されている

ため、ETWSを示すビットが入ったペー

ジングを読み取った端末は、即座にアラー

ム鳴動を開始します。その後詳細な第二通

知を読み取ります。このためCBSに比べ

発報初動はきわめて高速となっています。

ETWSは FOMAの従来型携帯電話では、

２０１０年冬モデル以降で採用されています。

Xi（クロッシィ）モデルは当初から対応し

ています６）。

ホームページ担当：上杉 康夫
大阪医科大学医師会 ホームページ：
http://www.osaka-med.ac.jp/deps/omcda/
メールアドレス：omcda@art.osaka-med.ac.jp

〈引用ホームページ〉

１） 緊急地震速報の通信方式、Google が対応か
――ドコモの発売済み Android 端末、今夏対
応－ITmedia＋Dモバイル
http://beck１２４０．posterous.com/googleandroid
-itmedia-d

２） 緊急地震速報≪（DATA.blog
http:/ / data. blogdns. net /２０１１/０４/３g-cbs-
etws‐２/

３） 緊急地震速報｜無線にゃん
http://wnyan.jp/１４４７

４） 携帯向け緊急地震速報が輻輳しないワケ（２／
２）－＠IT
http://www.atmarkit.co.jp/fnetwork/tokusyuu
/５７ews/０２.html l

５） 携帯向け緊急地震速報が輻輳しないワケ（１／
２）－＠IT
http://www.atmarkit.co.jp/fnetwork/tokusyuu
/５７ews/０１.html

６） ドコモの発売済みスマートフォン、今夏に緊
急地震速報対応へ‐ケータイWatch
http://k-tai.impress.co.jp/docs/news/２０１１０４
２８_４４３０３９.html

図２ CDMA２０００上でのブロードキャスト SMS
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大阪医科大学医師会 会長からのお知らせ

学会名・開催日程・開催場所 （開催日順） 助成金額

２９回日本小児肝臓研究会
日程：平成２４年７月１３日（金）～１４日（土）

場所：新梅田シティ梅田スカイビル

会長：余田 篤（泌尿生殖・発達医学講座小児科学教室 講師）

１０万円

第１３回日本検査血液学会学術集会
日程：平成２４年７月２８日（土）～２９日（日）

場所：高槻現代劇場

会長：田窪 孝行（総合医学講座臨床検査医学教室 教授）

１０万円

第５０回日本神経眼科学会総会
日程：平成２４年１１月１６日（金）～１８日（日）

場所：京都テルサ

会長：奥 英弘（感覚器機能形態医学講座眼科学教室 診療准教授）

１０万円

第２７回日本生殖免疫学会総会・学術集会
日程：平成２４年１２月８日（土）～９日（日）

場所：大阪医科大学

会長：大槻 勝紀（生命科学講座解剖学教室 教授）

１０万円

■ 東北地方太平洋沖地震義援金 ■
大阪医科大学医師会より１００万円、大阪医科大学医師会員より１０万円、計１１０万円を、大阪

府医師会を通じて日本医師会に寄付いたしました。会員の皆様に、あらためてお礼申し上げ

ます。

大阪府医師会では、最終的に集まった２億１，４００万円余りの全額を日本医師会に振り込ま

れました。

日本医師会には、平成２３年９月３０日現在、１８億８，８９４万１，９４２円が寄せられ、１７億６，７２０万

円が避難所等で診療行為を行う被災した医師への義援金と被災医療支援・地域医療復興支援

費として岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県に配賦されました。残額については、有

意義に活用いただけるよう配賦先、配賦額を検討されています。

■ 平成２４年度学会等助成 ■
次の４件に各１０万円、合計４０万円を助成することといたしました。

大阪医科大学医師会総会（平成２４年５月予定）で贈呈式を行い、助成金は応募者指定の口

座に振り込みます。

平成２５年度の公募は、平成２４年１０月１日～平成２４年１０月３１日に実施します。応募用紙を当

医師会ホームページからダウンロードしてください。詳細は、９月１日にホームページに掲

載いたします。
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北摂四医師会糖尿病フォーラム

開 催 日：平成２４年４月７日（土）

場 所：高槻京都ホテル

当番教室：糖尿病・代謝・内分泌内科学教室

問合せ先：内線３４１５

北摂脳神経フォーラム

開 催 日：平成２４年４月１４日（土）

場 所：大阪医科大学

当番教室：脳神経外科学教室

問合せ先：内線２３６３

第３４回大阪医大眼科セミナー

開 催 日：平成２４年９月１５日（土）

場 所：大阪医科大学

当番教室：眼科科学教室

問合せ先：内線２３５４

Inform
ation

（
研
究
会
・
講
演
会
・
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
etc.
）

大
阪
医
科
大
学
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中
心
に
開
催
さ
れ
て
い
る
研
究
会
、
講
演
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、
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
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な
ど
の
う
ち
、

会
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が
参
加
で
き
る
も
の
に
つ
い
て
の
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
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ン
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掲
載
い
た
し
ま
す
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今
後
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お
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考
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北摂四医師会医学会分科会記録

【第３回北摂四医師会認知症研究会】

＊日 時：平成２３年９月２２日（木）１８：００～２０：３０

＊場 所：大阪医科大学 新講義実習棟１階 P１０１室

開会の辞 大阪医科大学神経精神医学教室教授 米田 博

特別講演� 座長：大阪医科大学衛生学・公衆衛生学教室教授 河野公一

「認知症診療の現在と今後の展開」

藍野病院院長 杉野正一

特別講演� 座長：大阪医科大学神経精神医学教室教授 米田 博

「若年性アルツハイマー型認知症とそれに潜むうつ病」

熊本大学医学部附属病院神経精神科講師 橋本 衛

【第２１回北摂四医師会小児科医会】

＊日 時：平成２３年１０月１日（土）１５：００～１７：３０

＊場 所：大阪医科大学臨床第１講堂

一般演題 座長：大阪医科大学小児科 村田卓士

１．「急性汎発性発疹性膿疱症の１例」

愛仁会高槻病院小児科 菅敏 晃、上田 剛、岸上木綿子、

来田路子、林 振作、西野昌光

２．「当院で治療中の小児期発症潰瘍性大腸炎の病歴と臨床経過」

大阪医科大学小児科 井上敬介、青松有槻、宮崎敬士、余田 篤、玉井 浩

３．「小児１型糖尿病患者に対するインスリンポンプ療法とカーボカウントについて」

大阪医科大学小児科 高谷竜三、吉田誠司、河野由佳子、玉井 浩

特別講演 座長：大阪医科大学小児科教授 玉井 浩

「小児科医における性感染症」

オオタクリニック院長 大田尚司
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【第７回北摂四医師会ほくせつフットケアカンファレンス】

＊日 時：平成２３年９月２４日（土）１５：００～

＊場 所：たかつき京都ホテル２F

開会の時 社会医療法人愛仁会高槻病院院長 家永 徹也

一般演題 座長：有澤総合病院（新生病院）外科 大川 博永

高槻赤十字病院皮膚・排泄ケア認定看護師 川上伊津子

１．「この足は救えなかったのか？」

北摂病院循環器科 森井 功

同・整形外科 劉 長萬

２．「当院におけるVAC療法による皮膚潰瘍の治療経験」

社会医療法人愛仁会高槻病院皮膚科 川田裕味子、西川 里香、瀬戸 英伸

３．「当院におけるフットケアの取り組み」

大阪医科大学附属病院看護部７８病棟 井上 裕美、有田 成子、由籐久美子

同・看護管理室 添田百合子

特別講演 座長：社会医療法人愛仁会高槻病院心臓血管外科部長 谷村 信宏

「百歳まで歩こう、血管外科医ができること～重症虚血肢からフットケアまで～」

川崎医科大学附属川崎病院外科部長・末梢血管センター長、川崎医科大学総合外科准教授

森田 一郎

閉会の時 大阪医科大学形成外科講師 岡田 雅
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【第１４回北摂四医師会神経精神医学研究会】

＊日 時：平成２３年１０月８日（土）１８：００～

＊場 所：たかつき京都ホテル

一般演題 座長：石田診療所 石田 丈雄

１．「当院におけるセロクエルの使用状況―陰性症状の改善効果を中心に―」

医療法人恒昭会藍野花園病院 十倉 隆史

２．「統合失調症重症急性期治療後の外来維持治療について」

大阪精神医学研究所新阿武山病院 樽谷精一郎

特別講演 座長：大阪精神医学研究所新阿武山病院院長 岡村 武彦

「包括型地域支援プログラム（ACT）の日本での定着について」

国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所社会復帰研究部部長 伊藤順一郎

【第１０回北摂四医師会画像診断研究会】

＊日 時：平成２３年１０月２９日（土）１４：３０～１７：００

＊場 所：大阪医科大学新講義実習棟１階 P１０１室

開会の挨拶 大阪医科大学放射線医学教室教授 鳴海善文

テーマ「腹部領域の画像診断」

特別講演１ 座長：大阪医科大学放射線医学教室教授 晴海善文

「肝細胞癌におけるインターベンショナルラジオロジー（IVR）」

大阪医科大学放射線医学教室准教授 山本和宏

特別講演２

「肝切除のための３D画像診断」

大阪医科大学一般・消化器外科教授 内山和久
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資料 Japan Medical Association Journal に本医師会活動を紹介しました。
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（名 称）

第１条 本会は大阪医科大学医師会と称し、事務所を大阪医科大学に置く。

（構 成）

第２条 本会は大阪医科大学に在籍し、大阪府医師会に加入する医師を以って組織する。

（目 的）

第３条 本会は、医学教育、医学研究ならびに診療にたずさわる医師たるものの本分の自覚を促し、医学

および医療の発展に寄与するとともに、本学の勤務環境の改善、地域医療、公衆衛生および学会活動に

努力し、会員相互の親睦をはかることを目的とする。

（事 業）

第４条 本会の目的を達成するために次の事業を行う。

１．大阪医科大学における診療および教育・研究の推進

２．関係諸団体との提携

３．医学会の開催、会報、報告書等の刊行

４．その他目的達成のために必要な事業

第５条 本会に次の役員を置く。

１．会 長 １名

２．副会長 ３名

３．理 事（大阪府医師会代議員） 若干名

４．評議員（内 大阪府医師会予備代議員 若干名） 若干名

５．監 事 １名

６．会 計 １名

７．書 記 （１名）

８．編集委員 （若干名）

第６条 役員の職務は次のごとくである。

１．会長は本会を代表し、会務を統轄する。

２．副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。

３．理事は会務を処理する。

４．評議員は会務を審議する。

５．監事は会計を監査する。

６．会計は財務および経理を処理する。

７．書記は会議の記録を作成する。

８．編集委員は大阪医科大学医師会報の編集発行を行う。

第７条 役員の任期は次のごとくである。

１．任期を２年とし重任を妨げない。欠員が生じた場合は後任者が決定するまで他の役員が兼務する。

２．補欠による欠員の任期は、前任者の残留期間とする。

（役員の選出）

第８条 役員の選出は次のごとく行う。

１．会長は理事会において理事より選出し、副会長は会長がこれを指名する。

２．理事（大阪府医師会代議員）および監事は評議員会において互選により選出する。

３．大阪府医師会予備代議員は理事会において評議員の中から指名する。

４．評議員は各教室において互選により１名を選出する。但し、会員数が３０名を超える教室では２名を

選出する。会員数が５名以下の教室では、その選出方法を附則に定める。

（会 議）

第９条 会議は次のとおりとする。

１．理事会

大阪医科大学医師会 会則
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２．評議員会

３．総会

４．編集委員会

第１０条 理事会は第５条に定める理事全員により構成し、会長または過半数以上の理事の要請により開催

する。理事会は過半数の出席により成立し、出席者の過半数の賛成を以って決定する。

第１１条 評議員会は第５条に定める評議員全員により構成し、会長または過半数以上の評議員の要請によ

り開催する。評議員会は過半数の出席（委任状を含む）により成立し、出席者の過半数の賛成を以って

決定する。

第１２条 総会は本学医師会全員により構成し、毎年１回会長の召集により開催する。臨時総会は会長が必

要と認めた場合、また会員の過半数の要求があった場合に会長がこれを召集しなければならない。会員

の過半数以上の出席（委任状を含む）により成立し、出席者の過半数以上の賛成を以って決定する。

第１３条 次の事項は総会の承認を経なければならない。

１．会則の変更

２．予算および収支決算

第１４条 次の事項は総会に報告しなければならない。

１．事業報告

２．その他総会に報告を必要とする事項

第１５条 本会は顧問および名誉会長を置くことができる。

顧問および名誉会長は会長が推薦し、理事会の承認を得るものとする。

（会 計）

第１６条 本会の経費は日本医師会および大阪府医師会の交付金、および寄付金をもってこれに充てる。

第１７条 本会の会計年度は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

（会 費）

第１８条 会費は、別に定める会費を本会に納入しなければならない。

２ 会費は、会員が指定する預金口座から預金口座振替（自動引落）により行う。

附 則

この会則は、昭和５７年４月１日より施行する。

附 則

この改正は、平成１４年４月１日より施行する。

附 則

１．大阪医科大学医師会会報編集委員（若干名）等の各種委員会委員は、評議員より選出する。

２．会員が５名以下の教室における評議員の選出について

１） 基礎系教室では会員の互選により２名選出する。

２） 臨床系教室および関連部門（センター、診療部門等）では互選により１名を選出する。

３．正当な事由なく３年間会費を滞納した会員については、評議員会の議を経て、総会で会員資格の喪

失を議決することができる。

４．会費徴収方法として預金口座振替を正当な理由なく拒否する会員については、評議員会の議を経て、

総会で会員資格の喪失を議決することができる。

附 則

この改正は、平成１８年５月１５日より施行する。

附 則

この改正は、平成２１年５月１８日より施行する。
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編集後記

昨年は、東日本大震災が起こり、人と人のつながりすなわち「絆」が大切であることが痛
感された年であったと思います。また「人の命の大切さ」についても考えさされた年でもあ
りました。
大阪医科大学から岩手県などに、医療支援で赴いた人たちも多くいました。私も、JMAT

大阪府医師会チームの先遣隊として現地での医療を行いましたが、そこで感じたことは「医
療の原点」をみたことでした。医師として、何ができるのか？問い直してみることができた
と感じています。
今回は、「医師会をもっと知ろう」というテーマでありますが、まとめようとしてみてわ

かったことですが、自分が医師会に入っていながら、あまりにも多くの仕事を医師会が行っ
ていることに驚いています。とにもかくにも、医師会がどのような仕事をして、社会や、市
民、医師会員に対してどのように貢献できているか、あるいは今後どのように貢献していけ
るかを考えていただけるきっかけとなればと思っています。
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